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北大文学部紀要 48-1 (1999) 

多国籍企業の展開に伴う知的所有権制度の整備

マレーシアの事例一一

橋本雄一

I はじめに

近年，企業活動の国際化が顕著になるに従って，知的所有権に関する国際

的調和と保護水準の共通化が求められている。これは，企業が生産・販売拠

点を海外に移転する際，効率的な企業内分業体制を構築し，さらに先進国か

ら途上国への投資や技術移転を円滑化するために，国際的な知的財産権保護

の必要性が高まったことによる。そのため， WIPOは， 1984年から各国にお

ける知的所有権制度を調和させるための条件づくりを行っている。

これに対し，米国政府は条約，関税，通商交渉を通じて，海外における知

的所有権の保護強化を求めると同時に，圏内法を整備して技術基盤の強化に

努めている。さらに米国は，この意向をGATTウルグアイ・ラウンドに持ち

込み， WTO (世界貿易機関)の設立時に締結されたTRIPS(知的財産権の

貿易関連側面に関する協定)の中に盛り込ませることに成功した。これらの

動向により， 1980年代後半から，日本企業は知的所有権の分野で，米国企業

との訴訟問題を多発させることとなった。

しかし，発展途上国は， TRIPS協定が途上国の技術発展を妨げることや，

先進国への特許料支払いが途上国の負担となっていることを指摘し， WTO 

に対して再検討を提案している。また，日米欧間で特許制度の国際的調和も

中断している状況にある。このように，世界的に知的所有権制度が整備され

つつあるものの，先進国間，あるいは先進国と途上国との溝を埋められない
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状況にある。

そこで本研究は， 1980年代後半から海外企業の立地が著しいマレーシアを

対象地域とし，当該国において整備された知的所有権制度を把握するととも

に，その問題点を明らかにすることを目的とする。それによって，知的所有

権に関する国際的調和と保護水準の共通化を進める上で，途上国側に，いか

なる障害が存在するのかを検討することが可能となる。

そのために，本研究では，まず知的所有権の国際関係を把握する。その際，

各国の知的所有権政策の動向にも注目し，比較を行う。次に，この国際関係

の中で，日本が，いかなる技術輸出を行っているのかを明らかにし，日本の

多国籍企業の動向について検討する。最後に，先進国の多国籍企業の進出先

で，どのような知的所有権制度が確立されつつあるのかを，マレイシアを事

例として解明する。

II 多国籍企業の展開と知的所有権

知的所有権とは r人間の知的活動による無体物に係わる創造物を独占支配

する，経済的価値を有する権利」のことを指す(小島， 1998)。一般的には工

業所有権の他，著作権，営業秘密，半導体回路配置及び植物新品種等を含め

た概念として使用される。また，工業所有権とは特許，実用新案，意匠，商

標をまとめたものをいう。

日本では，これらの知的所有権の保護は，それぞれ対応する法律によって

なされている~発明は特許法，考案は実用新案法，意匠は意匠法，商標は商

標法で保護されている(第1表)。また，著作物は著作権法，植物新品種は種

苗法，半導体回路配置は半導体集積回路法等により保護され，営業秘密や不

正競争行為は不正競争防止法が対応している(協和特許法律事務所編，1994)。

第1図は，わが国における知的所有権の法的体系を示しており，第2図は各

知的所有権の関連を表している。

世界各国における経済発展により，合弁会社設立や企業間技術提携，さら

に生産販売拠点の海外設置といった動きが活性化している(鈴木， 1994)。こ
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多国籍企業の展開に伴う知的所有権制度の整備

第 1表知的所有権の種類

保護対象 法律 権利の発生 保護機関

発明 特許法 塗録 出願公告の日から15年.
ただし，出願白から20
年を越えない

考案 実用新案法 登録 出願日から6年

意匠 意匠法 皇室録 出願日から15年

荷標 商標法 登録 釜録日から10年.
{サービスマーク) ただし更新登録可能

著作物 著作物法 創作 創作から著作者の死後50年
(法人著作は公表後50年)

回路阻置 半導体集積回路の 登録 出願日から10年
回路iil置に関する
法律

トレードシークレット民法 創作または発生公知になるまで

ノウハウ 不正競争防止法

社名(商号) 商法 登記 期限なし

植物新品種 種首法 笠録 登録日から15年.
(果樹，材木等の永年性植物は18年}

協和特許法律事務所編 (1994)により作成。

の企業活動の国際化が顕著になるに従って，先進国から途上国への投資や技

術移転を円滑化し，国際的商取引を安全確実にするために，知的所有権に関

する国際的調和と保護水準の共通化の要求が強まっている。なお，本研究で

は，特許権，技術上のノウハウといった研究開発活動の成果が，権利譲渡，

実施許諾といった形で国際取引されることを技術貿易とよぶ。

今世紀になってから，研究開発の大規模化，高度化によって，技術革新の

必要資本額が高水準となり，現在では企業でしか行えない研究開発が多くな

りつつある。米国における個人と企業の特許取得比率の推移を示した第3図

からもわかるように， 1920年代以降の企業の特許取得比率の増加が著しい九

この技術開発の活発化に伴って，研究開発部門への投資が増大したため，企

業では国際市場展開を前提とした経営戦略をとらざるを得なくなってい

る九この戦略において企業は，他の主要諸国における特許権を確保するしよ

うとしている。これは，開発した技術の優位性が，特許戦略を媒介として初
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...自然法則を利用した銭術的思想の創作で産業上利用できるもの

特許ほど草新的な創作ではな<.物の形・構造や組み合わせの
考案

思想または感情を創作的に表現したもので，文学，学術，美術，
音楽の範囲に属するもの

|半導体チップの回路配置利用機 |…独自に開発された半導体チップの回路配置

1...顧客リスト，営業マニュアルなど営業上の秘密情報，技術的な
トレーFシークレット，ノウハウ|

1 ノウハウ

商号権 -・・社名

植物新品種 '..Il林水産物の生産のために栽培される植物

第 1図知的所有権の法的体系

協和特許法律事務所編 (1994)により作成。

めて独占間競争で有効に機能するためである。

第4図は，多国籍企業を擁する主要国から海外に出願された特許，意匠，

商標件数と各国の順位を示したものであるが，米国が，どの国の特許権にお

いても最大出願数を示している。このように，多国籍企業は，他の主要諸国

におげる特許権を確保することで，開発新技術の国際的な排他的使用権を確

立しようとしており，その傾向は，特に米国の多国籍企業で顕著にみられる。

近年，マレーシアにみられるようなアジアの産業発展とともに，先進工業

国企業の多国籍化が進み，新たな分業体制が構築されている(青木， 1990; 

陳・林編著， 1995)。その中で，途上国における先端技術の模倣も容易になっ

ており，それによって製造される不正商品は，巨額の研究開発費を投じてき

た多国籍企業にとって深刻な問題となっている。円高，リストラの結果，日

本の大企業も中小企業も多国籍化が進み(アリフ・横山編， 1993;渡辺編，
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多悶籍企業の展開に伴予知的所有権銀度の霊祭綴
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第 4図

1998)，途上国企業との知的所有権紛争に巻き込まれる可能性が生じている。

そのため，今後，企業には積極的な知的所有権戦略の策定が求められると同

時に，知的所有権に関する国際的調和と保護水準の共通化に向けて，各国政
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府や他企業と協力し合う姿勢が望まれる。

III 知的所有権の国際関係

1.国際条約

(1) 工業所有権の国際的保護

知的所有権の国際的な保護の中心となるものは 1883年にパリで締結され

た「工業所有権保護同盟条約j (パリ条約)と， 1886年にベノレヌで締結された

「文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約j (ベルヌ条約)である。

これらの条約は，それぞれ工業所有権または著作権を保護するために同盟を

組織している。

まず，工業所有権の国際的保護をみる(第2表)01883年調印されたパリ条

約は，1884年発効して以来現在まで6回の改正(1900年ブラッセノレ改正，1911

年ワシントン改正， 1925年ハーグ改正， 1934年ロンドン改正， 1958年リスボ

ン改正， 1967年ストックホルム改正)を経ている4)。

この条約は，工業所有権について「内外人平等の原則j，，-特許独立の原則j，

「優先権の原則」を定めている(第5図)0，-内外人平等の原則」とは，同盟国

民は，保護を必要とする他の同盟国でも，当該国の国民と同様に工業所有権

の享有を認められる制度である。また，-特許独立の原則」とは，ある同盟国

に出願された特許は，本国の特許と従属的な関係になく，独立に取り扱われ

る制度である。さらに，-優先権の原則」とは，同盟国の 1つに出願した後，

一定の期間内に他の同盟国に出願した場合には，最初に出願したのと，ほぽ

同様の利益が与えられる制度である(工業所有権法研究グループ編， 1998)。

パリ条約による保護は，手続きの国際的統ーがなされていないため，単一

の出願により多数の国の出願手続きがこなせることや，出願に関する国際的

調査や予備審査など特許分野における国際協力への要望が高まり， 1970年に

ワシントンで「特許協力条約J (Patent Cooperation Treaty) 5)が採択され，

1978年に発効された(第6図)。

一方，ヨーロッパ諸国聞では，ヨーロッパ理事会の工業所有権専門部会が
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第 2表工業所有権主要条約

条約>s 製 事実が屡告批耳遺書事機 発効毒事

パリ条約 本条約は、半年齢、実用務然、霊堂涯、務様、サービスマ…
(調印悶1883.3.20)夕、蕗号、長翼線地表示、童書綾城名君事及び司f'1E競争の防」上1:

隠するE富里聖書望書長懇母ための条約である.
1. {内線総務滋〕本条約の隠盟国は.ごと幾既存議詩書暴露撃に
関して、他由気盗塁襲母語霊E誌にままし、~図民に与えるも母
と関刊の保護を与えなければならないという隊員IJ
2. [，華党総剥度]阿草壁滋時ーにま霊磁さされた愚拐の似闘に基
づいて、一定期捌内に他の情E謀総I:l詰重要した議官きには、
然一穏桔慾重量自が第二二国の出願時として援われるという
制燦
3. (各閑特許書長浪曲喜重量む終善幸響曲権事IJは各閣ごとに設定
されるという隊員IJ

1884受容7月7臼望日出 18幸吉年7丹波容
111盗塁富150(日本‘ア 発効
メリカ、ドイツ、フラ
ンス、ロシア議要事、イ
ギザス、アJレジxリア
毒事〉

喜望書堅守寺鈴分類 (IPCl 本条約?立、総理量的1:::共議な特許分怒はついて混定してい 1975年10毘7自発売毒 殺77年8月18日
協定 る.設がま留守きは特許公害霊毒事I:IPCを使用している. 却盟関41(日本，アメ 発効
(1曽71.324) 自力、 ドイツ、

良、イギザス、
滋郊者華〉

事著書守主喜力条約紛cη 本条約は、-Q)e重要事土語家1:より多数図における終鉾滋等 1978年1月2413望者意書 1978年10月1白
色事70.6.1訪 の取得在容易にするととを目的としており、 ζのまとめに浅 知E草原97(日本、アメ 発効

援の方式の統一、'1>滋における喜善策開始前の先行後補欝驚 桂3号、ドイツ、フラン
部主軽量事等により、~~盟別審議に重要する労カ議事震の軽減を磁 文、イギリス、ロシア
っている.また本条約は特許の分野における華道緩途上接援 連邦毛カメルーン号事}
助をも白的としーとおり、臨燃予備審査鶴袋、獲量豊途上主患に
対する技議後寺霊祭僕等を土器策している.

滋偽のまたは誤認を 本主義主主は‘外国的地帯在窓庭君主として濃淡するように、
主主t;吉せる原康織岩盤当該食慾聖書についての設置偽のまたは語謀議事を生むさせる緩窪
室長母総止に関するY 地表示をすること毒事を綴じている.

"') ':1ド主主主主
(1891.4.14主

毒事章の登奇襲のための 本主義定}主、済連襲及びサービス?ークの差是蓄量のたぬの商品
書道義及v:ザーピスの及びサービスQ)E謹綴分類に腐す品協定で畠る“
医務分類iこ事署するエニ
ース協議
(1957. 10.28) 

1!5昔2年7Jl15El発効 1953"f7Jl 8 El 
加盟控綴31(El本、イギ 発効
ワス、ドイツ‘ツラシ
豆、ア)!-ジ品リア等}
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議事霊法条約 本条終J立、各盟主蕗緩豪華I!I.の手続き衝での穏和をEl脅きとする 1996.8月1日発覚書 1吉野年4月1日
(1号事4.6.15) もので、各隠街標訟において、 -tfl綴多区分制の導入、多得 意nll護関20(モjレドパ。 発効

一道方式の採用、東新範幸田実体喜善棄毒事の禁止、存続員諸問満7 ワタ予イナ、スリラン
後母交差若手続の許容及びモデ'!v爵慢聖書護著書様式合主事F到などの義 3師、チェコ、イ本ワス
務付げを内容としている. 需事)

標章拐罪聖書襲主量産量に熊 本条例は、-Q)t品護請で多数襲遣で母禽標{サ…!!スマーク
するマドザッF護主主壱含む}登録を可能とする隠際幾重量綴I!I.を創設史している.
(1891. 4. 14) 殿内皇室録を築事撃として本図の闘塁内宮ffを緩滋して題際事務

S寄にE霊豊富皇霊祭告すれば、告務総簡が12月以内1:怒絡の予傍
脅しない綴む各f安定患について図内議長誕の虫歯主義をき主ずるe
E盟澱登録は20.存続し{祭主野湾}、 5~事闘は国内登録1:::従
軍草するa

議襲撃の包際費量誌に関 本ブ主主トコJ対立、綴書誌の箆際主主鍛1:::思議するマ予リッF滋
ずるマドワッド協定lEの加盟重言語の靖鎗を議員きとして、事審3聖誕義富にも凝議した
についての議実主審 もので晶る.国内援護義の溶かに語審内総穎をも主基礎として痘
(プロトコJレ} 毅霊童書草を可能とし、怒絶の予袋綴罪著者12月又は18月としも
(1989. 6. 27) 存続綴織を10益事とし、また歯肉主義鎌へ母従経によ号国際登

書量が耳主号草書された議合は園内務総への変更を護憲捨ている.

波書2i手7月15日発効
強盗塁霊4告{フランス、
ドイツ、イタヲア、
モナコ、ロシア選手事
等}

米童話入

19由5年12Jll時発貴重
絞殺臣室32(スペイン、
スウェーデン、イギリ
ス、中Z章、デンマーク
理事〉

来線入

ブ (1998)により作成。
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第2警護 工業所有権主婆条約{続き)

糸約名 事基 華喜 要審 査書 等 主主が際的批磁等

特許可F線宮上の徴金 本糸約}立、一定の喪件を書籍たした毅重三重量申書寄託機関を岡 崎 80繁昌丹Z事器発効 1980停車月19段
物の害容器tの弱際的承害事務総滋均として厨際的に承認し、いずれかーの閣際寄託 童話援関係{ハンガリ一、 発効
総』ご耳語するブダベス当局によって行った微生物の寄託iま‘すべて的闘の特許手 ブ'JyjJ!)ア、アメリ力、
ト条約 読において(有効なものと}認めることを綴1在した物であ イギザス‘日本理事)
(1宰77，4，2絞る.

工業重量匿の隊機約分 本協定法、J:議議霊[1苦闘する図際的分類圭綴実在した昔話主主 1971年4月27臼発童書 米君事入
額設立するためのロで、こ母協定の湾盤語置は、主主ほの寄託もし<1主主主審議に滋まと 加盟国33(フラシス、
カルノ協定 って、その意置に劉際的分署員の奇麗切な符号を表認しなけれ イギリス等}
(1968， 10. 8) ばなちない.

::t~韓裁監の翠書豊富著書毛 主幹線li!は、君主医の国際寄書主総君主導監轟j殺したも昭で、無事普 泌総祭器持l日発効 来加入
に隠するへーグ主事主主主壁務総である.国際寄託出窃量震はiA童話でWIPO事務局に干r 器量産ま需主事{ベJj，ギー、
(1925. 11. 6) い、閣際調静香tは劉内望号室主と湾ーの完走3震を専守することなどま主 エジプト、フランス、

めている.1告60努}主審重量淫に喜芝居重した改iEがなされたが未 Fイツ、スベイン、等}
発効。なお、事建設‘童書室霊認申拡大などのために本協定詰プ
ロトコールが検総寄れている.

世界貿易機関(WTO) 本協定法、澄界銀銭機関を設立するとともに.その封建 1996年1Jl1B発効 泌総年1月1日
を設立するマラケシ議事撃において‘知的財波機の貿易鈴昔話麗に演する言語波 α'R 1JIl'!l!回・諮竣132(B 焚効
ュ協定 間協定}などを定めたものである。 τ官邸協定}弘知的 本アメリカ，アルゼ
(1994. 4. 15) 綴宥緩申帯効かっ十分な係襲撃を促重量し及び知的所有権のff ンチエへカナダ、ケコ

告をGむための措置・手続幸喜護保するために加盟国にそれらの ア、イギ臼ス、大穂民
事草織を求めているもので、主主体金撃には、パリ条約の選守、 E護理事}
著作機・商稼・地翠告号表まま・霊童話ま・年寄餅・などの取得湾総
伎などのま基準及び知的所有権の行使苧紛の!il¥悶などについ
て定めている.

中心になって各題特許法の絞…北の事業が進んでおり，特許出願の方式に関

するヨ←ロッパ条約J(1953年)， ，発明特許の爵離分類に関するヨーロッパ条

(1954年)， r発明F持許の実体法の…部統一に関するヨーロッパ条約J(1963 

ストラスプール条約)などが成立している O

さらに，ドイツ，フランス，イタリア，ベネルクス 3践は， 1962年に「ヨ

ロッパ特許条約主草案」を発表し，統合されたヨーロッパ特許制肢を設立する

を努らかにしている。こうした動きを受りて，ヨーロッパ特許が出願

ることと， EC加盟母国について単一の特許制

ることを謀本内容とした '3 ロツパ特許の丹与に関する

(EPC， European Patent Convention)が1977年に或立している(第3 。

的著作権の限際的課護

著作権の国際的探護に関する畿も翠要な条約はぺlレヌ条約である。ペノレヌ

条約は，著作権について「内外人平等の原則J，，法廷端法の原則J，
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内外人平等の原則

加盟国Aの国民は，加盟国Bにおいても，
B国民に要求されている手続きを遵守すれ
ばB国民と同一条件で特許権を取得できる.

パリ条約

特許独立の原則 優先権の原則

同ーの発明が複数の国において特許権とな i 出願人aが加盟国Aで特許Pを出願した後
った場合，各特許権は相互に独立しており.1 で，加盟国Bで同じ特許Pを出願した場合，
相互間になんらの関係もない I 加盟国Bの出願が加盟国Aの出願後の一定

ドー---l期間内であれば，その期間内に加盟国Bで
別の出願人bによって特許Fを出願されて
もaは不利益を受けない.

第5図パリ条約概念図

名和 (1993)により作成。

主義の原則J，，-遡及効の原則」を定めている(第7図)。

「内外人平等の原則」とは，同盟国民が保護を必要とする他の同盟国でも，

当該国の国民と同様に著作権の享有を認められる制度であり，-法廷地法の原

則」とは，著作権の範囲と救済法法については条約の規定による他に，保護

を求める国の法令による制度である。また，-無方式主義の原則」とは，著作

者の権利の享有には，どんな方法も手続きも不要であるという制度である。

さらに，-遡及効の原則」とは，条約は発効時に，その国のすべての著作物に

適用され，それは，公有になったものを除き，条約発効前に創作されたすべ

ての著作物に及ぶという制度である。

この条約は， 1896年ノTリ改正条約， 1908年ベノレリン改正条約， 1928年ロー

マ改正条約，1948年ブリュツセル改正条約，1967年ストックホルム改正条約，

1971年パリ改正条約というように成立後数回の改正が行われており，わが国

はベルリン改正条約から参加している九

その他に，米国をはじめとする方式主義国と，無法式主義であるベルヌ条

約との架け橋として，ユネスコ著作権部の提唱により， 1952年にスイスの

-82 
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国藍司

本仁コは手続を示し、く二〉は出願人、機関を示す
*A、Bのいずれかの手続を選択する

第 B図 国際特許出願手続きの流れ

生田・名越法律事務所編 (1998)により作成。
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第3表パリ条約及びベルヌ条約以外の条約

工業所有権関係の多国間条約

【パリ条約体制枠内】
1891年虚偽の又は誤認を生じさせる原産地表示の防止に関するマドリッド協定
1891年標章の国際登録に関するマドリッド協定
1925年意匠又は雛形の国際登録に関するヘーグ協定
1958年原産地名称の保護とその国際登録のためのリスボン協定
1957年 標章の登録のための商品及びサービスの国際分類に関するニース協定
1968年 工業意匠の分類を確保するためのロカルノ協定
1970年特許協力条約 PCT
1971年特許の国際分類に関するストラスプール協定
1973年標章の図形的要素の国際分類を設立するためのウィーン協定
1973年商標登録条約 TRT
1980年特許手続上の微生物の寄託に関するブダペスト条約
【パリ条約体制枠外】
1947年国際特許局の創設に関するハーグ協定
1953年特許出願の方式要件に関する欧州条約(欧州審議会の取扱条約)
1954年特許の国際分類に関する欧州条約(欧州審議会の取扱条約)
1961年植物品種の保護に関する国際条約 UPOV 
1962年ベネルクス諸国の統一商標法
1963年 特許実体法の若干の要素の統ーに関する条約(欧州審議会の取扱条約)
1977年欧州特許付与に関する条約

著作権関係の多国間条約

1952年万国著作権条約
1961年 実績家，レコード制作者及び放送機関の保護に関する条約(隣接権条約)
1973年 タイプフェイスの保護及びその国際寄託に衡する条約
1974年衛星により送信される番組伝送信号の伝達に関する条約
1989年集積回路に関する知的財産条約

小島 (1998)により作成。

ジュネーブで成立した万国著作権条約がある。これは，-ジュネーブ舟条約」あ

るいは「ユネスコ条約」とも呼ばれ，ベノレヌ条約同盟国にとっては，米国で

の著作権取得を容易にする効果をもっ(清水幸雄， 1994)。なお，この条約は，

日本では 1956年から効力を得ている。
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滋及効の原義.IJ

条約誌発望書評寺，その閣のすべての奪徐鐙饗
に遜F書される.ぞれは公有になったものを
徐ゑ条約発効前に創作寄れたすべての著
作物におよぶ.

内外人平等の厳重!J
加盟国Aの溺民放手議室重罰Bにおいても，
B国震に重要求され℃いる手続きを遵守Tれ
ばB溜震とi湾一重量fl:で毒事作織を取得できる.

法廷地法の原則

著作権の縦飽と教務方法については，条約
の規定による事長，事長穫を求める閣の法令に
よる.

ベJレヌ象約

第 7密 ベルヌ条約概念関
名和 (1993)により作成。

2. WIPO設立以降の関際的動向

(l) WIPOの動向

WIPO (詮界知的所有権機鑓〉会設立する条約が1967年ストックホルムに

おいて 51固により調印され， 1970年発効した。その目的は，諸国!警の協力や

f患の闘際機関との議カにより世界的に知的所有権の保譲受突進することであ

り，日本は 1975年に加盟しているoWIPOの本部はスイスのジュネー

かれ， 1974年に国擦連合の専F号機関になった。なお， WIPOの任務の一つに，

パリ間盟に関連して設立された特別の同盟及びペルヌ同盟の管理業務を行う

ことがある。これは，当機関がご仁議所右擢と著作権という 2大領域を対象と

しており，パリ条約とベルヌ条約の合罰事務局であった BIROI(知的所有権

保護合同居欝事務掲)そ前身としているためである{名和， 1993) 0 

てWIPOは， 1984年から各翻挺度を謂和させるための条件づ

くりを行っているの葬許制捜の違いは，実務をはじめとする懇談摩擦，政治

的問題などの長夜間ともなっているのこのため，世界各罵の特許制度安調和さ

せる いわゆる「ハーモナイゼーション」が活発になっている 8 。
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(保護規範)
商標
地理的表示
意匠
著作権・著作権隣綾権
半導体チップ
営業秘密

北大文学部紀要

特許要件
{含発明地差別の禁止〉

* 特許対象
* 特許により与えられ
る権利

* 拳証責任の転換
* 特許期間
* 権利者の義務
* 国内救済措置

(エンフォースメント)
園内及び水際での司法，
行政による権利の執行手続き

{紛争処理メカニズム}

開示及び発明の詳細な説明
クレーム
発明の単一位
発明者の表示
優先権主張
先願主義
グレースピリオド
出願の先行技術効果
出願の補正
出願公開
サーチ及び審査の時期的制限
特許の変更
特許の行政上の取消(意義申立)
先使用機
保護範箇及ぴクレーム解釈

第8図 GATT ・TRIPSとWIPO特許ハーモナイゼーション
名和 (1993)により作成。

WIPOが特許調和条約の締結を推進し，米国商務省諮問機関が特許制度改革

答申をまとめた時点では，調和条約が合意の方向に向かっていたが，クリン

トン政権になってから改革答申は白紙に戻された。

著作権について，ベルヌ条約は 1970年代から 1980年代にかけて大きな変

更はなかったが，その間，電子技術やコンビュータ技術の発展がもたらした

新しい著作物に対して，先進国では圏内法が整備された。そのため，任意の

加盟国で保護される著作物が，他国では空白になっているという状況になり，

ベルヌ条約における内国民待遇の原則に不都合が生じている。このような状
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況下でWIPOは，コンピュータ・プログラム，データベース，人工知能の著

作物，コンビュータ著作物などを対象とし，先進国だけでも制度の調和をは

かろうとしている(第4表)。

(2) 発展途上国の動向

1961年の第 16回国連総会でコロンビアとブラジルは，当時の特許制度が

発展途上国の技術発展を妨げ，かつ，先進国への特許料支払いが途上国の負

担となっている点を指摘し，現在の特許制度を国際的に再検討すべきである

とする「発展途上国への技術移転における特許の役割 (TheRole of Patents 

in Transfer of Technology to Developing Countries) J と題する共同提案を

行った。

1961年当時，途上国の特許法の多くは先進工業国の法律や慣行，または植

民地の宗主国における法を継承したものであった。しかし， 1960年代から 70

年代にかけて，途上国はあいついで植民地時代の特許法を改正し，公衆の利

益を権利者の利益の上に置くようにした九このように，先進国多国籍企業の

受け入れ国では，知的財産関連法が新たに制定されているが，実態としては

先端技術導入のための建前や，貿易制裁回避対応策の域を出ない程度のもの

も多い九しかし，近年になって途上国側も，先進国からの投資，技術移転の

促進にとって知的所有権の保護が不可欠なものであることを認識し，知的所

有権の関する国際ルールをウルグアイ・ラウンドなどで先進国と共に話し合

うことをf子っている。

(3) 米国の動向

1980年代前半，レーガン政権による積極的経済政策と冷戦下での軍事力の

強化政策によってドル高が続いた結果，米国の園内製造物は国際競争力が低

下し，海外に生産拠点を移さざるをえない状況におちいった。また，財政再

建優先の緊急財政政策をとった日系企業が逆に国際競争力を強め，米国市場

に急激な進出を展開し，通商摩擦が引き起こされた。

このような背景のもと，レーガン政権は 1983年6月にジョン.A.ヤング氏
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第4表 デジタル情報を含む知的所有権に関する綾韓

日本弱肉

1869年 ・箆皇室条例愈~~主
8~ エ業所有害霊主義警護存者援条約(パ 1) 条約}ま憲章毒
84長手 ・重苦漆条例制定 '文学的及び美術的遺産作物の保護に事事するぺ)v.;iI

85主事 ・専売特許条例制緩
S君主F .窓際法ffl1J定
告自主F ・草野作権法務定、ベルヌ条約加盟豊
1905年 ・袋線新築主主言語i定
34年 ・ 2ドJE淡令雲寺Jl:~皇帝j定
39年 ・著作事撃に裏書する仲介業務に麹ずる語長線雪道主主
56年 ・万華毒事著作事態条約加盟

条約

61年 ・槌章者IJ)護持主義者襲IJ)係費軍に関する図書室条約
{じPOV)絡事者

均等 ・箸作権法全Mie主:iE ・1玄界知的高時半主権悶悶(WIPO)条約締童書
71学 ・特許出額公関綴E主主義行 (71.1.1)
75主事 ・特許法改歪{宅金霊堂孝幸吉キ韓首t主導入)
77年 *欧州特許条約発効
78年・レコード保護条約加霊堂 ・特務協カ条約 (pロ宇多苦言語

・宅建策法改正 (79年より品憲君主襲撃主義U~霊}
794' ・米飯:紘一トレード・シークレット法綴定
80年 ・専寺襲撃手議義務上の微生物の答書記IJ)~議機量生主義訟に関 ・3在感:簿作権法改豆{コンビュ…タ}ブログラ
するブタベスト条約発効 ムの録音霊安籾様化)

82主手 ・植物の新品事室の係空襲}こ喜善する額要員条約(υPOV)
加盟

-半導体集積溜撃事の装若葉告書苦僚に関する法律秘主主
・毒害fI'緩法否定1E(コンピ::1.-タ・プログラムの事長
警護}

86主F .連警作権主主役室{データベースの保護を努確化〉
・プログラムの著作物に係る差是毒事の特例に関する
主義篠宮U:;e:

87年 ・著作機法改正(著作務室毒事華存続3韓関20年後30
年iこ延長)

8君主手 ・実演家毒事係官整条約}主主E入、著作機法機器章改1主
90年 ・不正競争綴11:波紋蕊{望書業機密の不1E行為の空襲
止め}
・特許電子機E翼線全員

914' .毒事作緩法改1E汐ト関レコードについての室霊祭
本輩、著作量産後機存続期間軍主義〉

92主F ・3主化庁:著作権審議会マルチメディア小委員会
霊堂義愛
・務作機法改:iE(デジタル奇襲著書に衡する補償金精
度創絞)倣ff93.6.1)
・特許庁コンどュータ・ソフトウェア終遼発
明審変遺基準j公表
-文化庁:議fI'季襲警警告議会マルチメディ7問、議委j議会
第一次報告議

93年 ・実用新案法大綴改1E(実体審査なしの主主義襲、縫
軍言葉書潟のli!i織など)
・'F1E競争防止法会B留ま主主義{喜喜&形態のデッドコ
ピー品の皇室止めなe)

青山 (1998) により作成。
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-米国:半導体チップ録音霊法務定

'EU:データベースの滅的係官撃に演する量毒事量草童
家会総令の検討鴻始

• GATIウルグアイラウンFτ'RIP協議際紛
・3事4聖書 .SOFIτCシンポジウム「マルチメディ
ア環境と著作機法j闘機
・普主界重要易機関(WTO)絞殺立するマラケシュ
意義主主{百IPs協定)批滋



多国籍企業の展開に伴う知的所有権制度の整備

第4表 デジタル情報を含む知的所有権に関する経緯(続き)

日本国内

1994年 ・知財研マルチメディアを巡る新たな知的財
産ルールの提唱(公開草案)J 
・文化庁コンビュータ・プログラムに係る著
作権問題に関する調査研究協力者会議報告J

95年 ・科学技術基本法施行
・文化庁著作権審議会マルチメディア小委員
会WG検討結果報告」
・科学技術会議研究情報資源の今後のあり方
について」報告

96年 ・特許庁コンビュータ・ソフトウェア関連発
明審査運用指針(草案)J公表
・商標法改正(ー出願多区分制の導入、立体商標
の保護など)
・特許法改正(よりユーザーフレンドリーな制度
へ改革)
・著作権法改正(著作隣接権の50年遡及保護な
ど)
・科学技術基本計画 (96.7.2閣議決定)

97年 ・特許法改正(新民事訴訟法の改正に伴う改正、
パソコン出願の導入など)
・著作権法改主(コンビュータ・プログラムの有
線送信の権利範囲など)
-特許庁コンピュータ・ソフトウェア関連発
明審査運用指針(確定版)J公表
・著作権法改正(コンビュータ・プログラムの有
線送信の権利範囲など)
・学術審議会学術情報データベースの整備に
ついてJ報告
・著作権法改正(コンビュータ・プログラムの有
線送信の権利範囲など)

98年 ・文化庁著作権審議会マルチメディア小委員
会WG(技術的保護・管理関係)中閉まとめ
(コピープロテクション等技術的保護手段の回
避について)J公表
・通産省産業構造審議会知的財産政策部会/情報
産業部会「デジタルコンテンツに関する合同会
議「データベースの法的保護のあり方につい
て・中間論点整理(案)J
・郵政省:通信・放送の融合と展開を考える懇談
会報告書「情報通信の多目的展開とサイバー社
会J公表
・通産省:産業構造審議会総合部会『情報化、
ネットワーク化の進展に対応した知的財産保護
のあり方」提言
・特許法改正(損害賠償額の算定方式の見直し、
国と国以外の者とが共同で特許権を取得する
場合の特許料等の取り扱いなど}
・意匠法改正(部品の部分のデザインの保護、組
物の意匠の保護制度の改革など}大学等技術移
転促進法成立・施行
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世界

・米国1ITF: r知的財産権と全米情報インフラ
(NII) J (グリーンペーパー)公表
-τま民協定関連圏内法改正(特許法、商標法、
著作権法、関税定率法ほか)
"EU: rデータベースの法的保護に関する閣僚
理事会指令についての共通見解」採択
"EU: r情報化社会における著作及び著作隣接
権に関するグリーンペーパー』発表
・米国立rF: r知的財産権と全米情報インフラ
(NII) J (ホワイトペーパー)発表
・第5回SOFI1Cシンポジウム「ネットワーク環
境下における知的財産権問題J開催
"EU: rデータベースの法的保護に関する閣僚
理事会指令j採択
・米国:データベースの投資保護法案 (H.
R.3531号)提出(廃案)
" WIPO: rWIPO著作権条約」、 附1PO実
演・レコード条約」採択
"WIPO:データベースの保護に関する条約草案
公表
"WIPO著作権条約、 WIPO実演・レコード条約
採択
"WIPO: rデータベースの法的保護に関する情
報会合J開催
・米国:情報収集物不正盗用禁止法案 (H.
R.2652)提出
・第6回・ SOFI1Cシンポジウム「デジタルコン
テンツの保護と利用J開催
"EU: r情報化社会における著作権等のある側
面のハーモナイゼーションに関する閣僚理事会
指令案J提案



北大文学部紀要

(当時，米国ヒューレツト・パッカード社会長)を委員長に迎えて学会，産業

界など各界の代表者からなる「産業競争力についての大統領委員会」を組織

した。ヤング委員長は，ハイテク分野におげる米国の総合的戦略について検

討した結果を「産業競争力に関する大統領顧問委員会レポート」と題する報

告書にまとめ大統領に提出した。これは委員長の名を取って，ヤングレポー

トと呼ばれる。

1985年1月に提出された第1次ヤングレポートは，米国の競争力回復のた

めに必要な方策のーっとして，米国内外における知的所有権の保護強化を政

策課題の最優先項目にすべきであると指摘した。このレポートでは，多くの

国での米国知的財産の不正使用は(第9図)，米国の技術革新における優位性

を弱めているため，米国政府は条約，関税，通商交渉を通じて，海外におけ

る知的所有権の保護強化を求めるべきであること，さらに米国の圏内法を整

備して技術基盤の強化に努めるべきであることが勧告されている(馬場編，

1998)。

1987年4月に提出された第2次ヤングレポートは i米国競争力の危機」と

題して，知的所有権の保護強化は貿易法の改正 2国間交渉，多国間交渉を

通じて図られるべきであることを勧告し，当時審議中であった包括貿易法案

を側面から支持した。

1988年8月に成立した 1988年包括貿易法は，ヤング委員会の提言を反映

した内容となっており，水際規制の強化による圏内産業の保護，特許権の効

力拡大の他に，通商法301条，スーパー301条，スペシャル301条，関税法337

条などを通じて9)，知的所有権保護の不十分な固に対する報復措置の強化が

図られた(第5表)。この報復措置をうしろ盾として，米国は，他国に知的所

有権制度の整備を強く求める 2国間交渉を繰り返しており，当国に不利益を

もたらす可能性を有する国々を，監視固として警戒している。日本も，知的

所有権の分野では， 1989年よりスペシャル301条の監視国に， 1994年からは

優先監視固に認定されている(第 10図)。

さらに，米国は，途上国が多数派をしめる WIPOよりも自由競争をたてま

えとする GATTの方が主張に有利だったことや，GATTにはWIPOと異な

-90-
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第 9国 スペシャル 3日1条による知的所有権侵害撞害額 (1994年)
科学技術庁編 (1998b)により作成。

り報復措震のシステムが嬬わっていることにより，上記問題を 1986年に強ま

るGATTのウルグアイ・ラウンドに持ち込んだ10)。

GATすウルグアイ・ラウンド交捗が 7年余りにわたる交渉の結果， 1993 

12月15日に最終合意に議した。 1994年にマラケシュでの関祭会議におい

てウルグアイ・ラウンドの最終合意文建が調印され， 1995年に WTO協定(世

界繋易機関設立に関ずるマラケシュ

91-

として発効することになっ V 

'-



北大文学部紀要

第5表 301条の各手続きの概要

適常の301条 スペシャル301条 スーパー301条 (89、90年)

個別案件ごとに対応 優先閣の知的所有権問題を鰐 優先闘の問題を網羅的に調査

手続の特徴 l 羅的に調査 協議内容に制度有り
調査期間が短期

適用範囲 あらゆる分野 知的所有権の分野 あらゆる分野

調査開始
提訴文はUSTRの自主的調査 USTR報告書に基づき優先国 USTR報告書に基づき優先園
開始 を決定 を決定

なし 適切かつ効果的なIP保護の否 不公正慣行が米国に与える影
定 響度
E保護に基づく米国人の公正
な市場アクセスの否定等

協議内容についての規定なし 協議内容についての規定なし 3年以内の撤廃又は3年間での
相手国との協I(U恨の裁量 (USTRの裁量} 段階的縮小(議会への報告義
議内容 務)

調査期間

対抗措置

|通常12ヶ月 6ヶ月(複雑なケースでは9ヶ 12ヶ月
月)

報復関税の発動、輸入規制、特恵関税適用の停止等(ただし、大統領の指示、相手国の改善の
約束、国家安全保障上必要な場合等は対抗措置不要)

科学技術庁編 (1998b) により作成。

うしてGATTが発展的に吸収される形で， WTO (世界貿易機関)が設立さ

れた。そして，新しく発効したWTO協定の付属書としてTRIPS(知的財産

権の貿易関連側面に関する協定)があり(第11図)，知的財産保護に関して

新しい国際ルールが設けられた(第12図)。

このTRIPS交渉における合意内容は，(1)基本原則として，加盟国聞に差別

的な措置を認めない内国民待遇，最恵国待遇が義務づけられたこと， (2)既存

の知的所有権条約の保護水準を遵守べき最低水準(ミニマム・スタンダード)

として定めたこと， (3)紛争処理に関する手続きの基準が定められたこと，(4)

国家聞の紛争を処理する方法が明規されたことなどである。これらは，今後

各国に置いて批准，発効の手続きがとられ，先進国は協定発効の日から 1年

以内，発展途上国は5年以内に適用されることが義務づけられている。

GATT-TRIPS交渉が合意に達したことにより，ウルグアイ・ラウンド交

渉妥結によって発足する WTO(世界貿易機構)加盟国は，合意内容に対応し
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北大文学部紀要望

一般協定7kぴ基本原則第1部

知的所有権の取得可能俊，範醤及び使用に関する義慾第2部

知的所有権の綴利行使第3部

知的所有権の取得及び綾持議ぴに関返するさ益事者手続第4委事

紛争の予防及び処潔第5部

経遜捻綾第6部

制度上の捲澄及び最終規定

第 11図

第7官官

TRIPSの体系

金田・名滋法律家務所編 (1998)により作成。

著書作権及び関連する綴利

商標

地理的表示

3設箆
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集積磁絡の回路舵鐙

言書示iされていない情報の保護

T
弐
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が
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的
所
有
機 契約による爽施承諾における反競争的符為の規制
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γRIPSが規定する知的財康権

生田.:;d越法律警察務所編 (1998)により作成。
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多国籍企業の展開に伴う知的所有権制度の整備

て国内法を整備しなければならない。この知的財産制度の整備に関して先進

国は，発展途上国の要請に応じて，技術的及び資金的な協力を提供すること

を義務付けられている 1九この規定を受けて，米国の他に，日本，ドイツ，オー

ストラリアなどが中心となって，アジア諸国の知的財産制度の整備，拡充に

関する援助及び協力が積極化している。

以上のように米国は，新興工業国との 2国間交渉を強力に押し進めるとと

もに， GATTウルグアイ・ラウンドにおける TRIPS交、渉や羽TIPOにおける

ハーモナイゼーション条約交渉などの多国間交渉を通じて，各国の知的所有

権制度の改善を求めている。このような米国の知的所有権戦略は，米国系多

国籍企業によって支えられている川。これは企業が生産・販売拠点を海外に移

転しつつあり，効率的な企業内分業体制構築においても国際的な知的所有権

保護の必要性が高まったことによると考えられる川(第6表)。

なお，このような米国系企業の知的所有権戦略によって， 1980年代後半か

ら多数の日系企業が，第7表に記したように米国企業や発明家から権利の侵

害者として訴えられている凶。

近年，日米聞におけるこの種の紛争が激化した背景として， (1)主要因では

米国のみが先発明主義を採用していること(第8表)， (2)米国では出願内容は

特許付与がなされるまで公開されないため，事前に抵触の可能性がある特許

を想定して権利侵害を回避することができないこと， (3)米国では出願日から

の特許期間の制限がないため，任意の技術が長期間の潜伏期間を経てから特

許となって浮上し，莫大なライセンス料の支払いを余儀なくされる場合があ

ること 15)，(4)特許紛争など専門的訴訟の審理を一般市民が担当する陪審制度

を採用していること 16)，(5)水際措置を採用していることへ (6)米国では物品製

造を行わなくなった企業や個人発明家が特許権者である場合が多くクロスラ

イセンス交渉が困難なことなど，知的所有権制度や司法制度の相違といった

構造的要因がある(村上， 1990)。特に，先発明主義は米国独特のものであり，

第9表に示されるように，紛争が起こったときの手続きや解釈でも発明者保

護が図られる傾向が強い(落合， 1993)。
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第 B表知的財産権保護強化のための米国の主な交渉成果

年 |交渉対象国

19851韓国

19861韓国

台湾

19871シンガポ}ル
マレーシア
インドネシア

19891サウジアラピア
インドネシア
コロンピア

19901日本
ドイツ
マレーシア
チリ
ユーゴスラピア
ポーランド
韓毘

米国の交渉成果

著作権法改正(コンビユ}タ・プログラムの保護}

特許法改正(物質特許の導入)
著作権法改正
万国著作権条約への加盟
米国に対する特jj1J優遇措置
特許法改正(物質特許の導入}

著作権法改正{コンビュータ・プログラムの保護)
著作権法改正{コンビュータ・プログラムの保護}
著作権法改正{コンピュータ・プログラムの保護}

著作権法改E
特許法改正
ソフトウェアの保護開始

不正競争防止法改正
知的所有権侵害への罰則強化
著作権法改正
ソフトウェアの保護開始
著作権法改正
米国と知的所有権の保護に関する協定締結
特許法改正(飲食物特許の導入}

19911中国 |著作権法施行、米国に対する特別優遇措置、特許法改正{物質特許の導入)
韓国 |不正競争防止法改正(トレード・シークレットの保護

|企業秘密保穫法立法
台湾 |公平交易法新設(不正取締り、トレーF・シークレットの保護}
インドネシア |特許法新設
EC ソフトウzアの保護に関する指令
シンガポ}ル |商標法改正
メキシコ・チリ l特許法改正・著作権法改正
ルーマニア・ブルガリア|米国と知的所有権の保護に関する協定締結

19921日本
中国
台湾
ニュージーランド
南アフリカ
ブラジル・ベルー
パキスタシ
ロシア
ポーランド

サービスマークの登録
米国と知的所有権保護に関する協定締結・ベルヌ条約加盟
著作権法改正{米国人著作物の保護強化} ・企業秘密保護開始
特許法改正{医薬特許の導入)・商標法改正・米国と知的所有権協定締結
医薬品の強制ライセンス廃止
著作権法改正・ソフトウェアを保護
知的所有権の保護を強化
著作権法改正
新特許法改正・半導体レイアウト法・ソフトウェア保護法
特許法改正

落合 (1993)，黒瀬(1994)，シュレスタ (1996)により作成。

(4) ヨーロッパの動向

ECは，知的所有権制度の面では特許が先行しているため，欧州特許条約

(EPC)が制定され， 1977年に発効している。このEPCは，特許実体法に基

礎を置く単一のヨーロツパ特許付与手続により，締約国における発明の保護

を容易にし，そのための費用を安いものとし，さらに取得した権利を確実に
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第 7表 日米知的財産権紛争主要事例 (1982年一1993年)

年 原告 被告

1982 IBM 日立製作所

1984 インテル社 NEC 

1984 コーニング社 住友電工

1984 タンドン社 三菱電機など3社

1985 IBM 富士通

1987 NEC エプソン

1991 ジェネンテック 東洋紡

係争対象 結果

コンビューター互換機和解

マイクロプロセッサの和解
著作権

光ファイパーの特許権住友電工敗訴

両面フロッピーディ 三菱電機勝訴
スクの特許権 (他は和解}

コンビューターソフト 1988年米国仲裁委員会仏AA)
ウェアに関する著作権の仲裁裁定により解決

コンピュータープログ和解
ラムの著作権

血栓溶解剤 TPA 大阪地裁がジュネンテック社の主
張を認める判決

1991 アイオワ州立大学 日本のエレクトロニ PAXの符号化技術
クス企業数社

1992 ワング・ラボラト 日本のエレクトロニ 記憶要因拡張技術
リーズ クス企業多数 SIMM 

1992 ハネウェル

1992 ハネウェル

1992 ハネウェル

ミノJレタ 自動焦点技術

イーストマン・コダ 自動焦点技術
ツ夕、コニカ、京セ
ラ、キャノンニコン、
松下電器、プレシア
(台湾)

オリンパス、旭光学、 自動焦点技術
リコー

1992 ローラル・フェア 日本のエレクトロニ CCD 
チャイルド (LP)クス企業数社

1992 コーニング 住友電工 光ファイパー

1992 シャン・コイル氏 セガ・エンタープラ テレピ画面表示技術
イゼズ

1992 テキサス・インス シャープ、リコー キルビー275特許
ツルメンツ {τ1)

米連邦地裁がハネウエル社の主張
を認める判決、ミノルタが1億275
0万ドル支払うととで和解(陪審判
決では9635万ドル)

被告側がハネウェル社に1億2410
万ドルを支払うことで和解

米裁判所がコーニング社の主強を
認める判決、住友篭工は2500万ド
ル支払うととで和解

米連邦地裁陪審がセガ側に3300万
ドルの支払いを命ずる評決、セガ
が4300万ドル支払うことで和解

シャープ、リコーは東芝、 NEC、
沖電気、松下電議等と同様にτ1と
特許使用契約を結ぷ.τ1・富士通
の告訴合戦は未解決

1992 IBM 京セラ パソコンの基本入出力 IBMが東京地裁に187億円の損害
システム (BIOS) 賠償を求める訴訟を起ζす.

シュレスタ (1996)により作成。
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第s表 米国特許法にみられる発暁者保護原則

主な隊員日 手寺 徴

発務者しかl:I:l臨震できない E軽量護人&なれるのは真正な発層毒殺のみである.出願手続tきは長票総として発顎泰<s遺産マ
Hわれる.a本のように発号暗殺か弘幸春雲寺そ雪量号受けた.1e課題i3体が手続きの主体となる
ことは不湾総

特書キは量量主意の発事毒者に付 3需の喜善勝者を保護する点Eとおいて4量れる.t島義襲安芸患がなくてもよいので発車毒殺が十分
4善意れる〈先発坊主事量〉 な時間的余裕をもって滋運賃のま整備を行うととが湾総傷害書資に費やす時聞が総主義ききにま霊

草書古れる.しかし、重撃が議廷でかつ最先の発明殺か警告特定することが若宮わめてお幾と
なるととも多い硲

主Z懲審蚕{インタ…ツZ巳 2つの発明が問ーであると認定された場合1:::抵触審査は行われる. r，発明を着想した
アレンス〉による発明B BJ， r実務に移した臼Jr発事耳を先に意著書草したが笑施が遅れた華若手告書露合、他人の着車障
の主主主註 より察〈季語主義主主総続的努力があったことjが最先の発明日の事産主笠において重薬害事項a

t詰綴B語，U事いほうを優先する先綴主主意義と主主事費して特許の取得にかな阜の労力と緩望者唱を
要する.

米E留に存主まずる内外人霊堂 安否明aとして主義できるのは f米国の領土内での発等専jに取られるので、先発号産主義
別 }が生閣企業には遜1&されない.例えば、日本からの僚議誌では発明日を主張で哲1"、主

目躍できるのは、釘本での厳重器医のみ.発明から総量襲畿での英語源を1縁関とすると、米
騒特許法は他国からの普通綴に1年潤のハンディヰを幾わすことになるe

守寺務保護の査室長期間後史最 終審干潟罪司法終務付与の日から17年とだけ綴主主.特許が確定しない露Hl綴斜線問は開始
める媛主主がない しない怪饗3まがま量F聞にわたる場合、その郊に一般化した技術に対しても、特許付与の

日からげ容という係穫が与えられるととになる.日本やEヨーロッパo多くの医では普審
査に何浮かかっても特許期間は防護費aからお年という長室長期間が貫主諮られていたため、
出際から終雲寺主主主主までの時間がかかると手言動滋湾捻緩くなってしまうが、う長室富では草案
:lill:での期務老長引かせるど特務の保護期間iJt発号草寺普の事革命に合わせることが湾総に

なるー

事争終成立五主で出領内容が 寺争終W駁の内容は特許が付与されるまで公開古れないので、第三者は特許l品綴の内容
公開宮れない を終妻子成立まで知るとみが本湾総e それゆえに、然然特許が成立して、然気持皆への権

導者が行使されるとともある.継続出重量〈菱重出語裂と同一衛示内容で、事事浅草襲3量殺求める
手続きで‘ W綴隠は際縫出に遡及する}や‘一豊富継続出願(原節尊重o内容の一部また
は全音草花露軍総費舗に隣fましていない新灘署事渓そi産加する手続き.7t:o喜善玉表内容について
は原WI震箆語え新規事項については、新たな出綴日が基準となる}唱i:l寄主主も行うこみ
で特許W綴の宅手緩きをいつまでもま益事iかせることも苛鐙日本や3-ロ~nでは滋
願日から 1塁手8ヶJj後にその幽麟内容が公開される〉

シュレスタ(1996)により作成。

ずることを目的としたものである(第13図入

この特許協定せを実施する磯擦として創設されたのが， ミュンヘンに根議場

を置くヨーロッパ特許機構であり，これはヨーロッパ特許を付与するヨ

ロッパ特許庁及び、その活動を管理する管理理事会からなっている。

また， EC理事会の指示で， EC諮問は国内法の改正を行い，持許?制度など

の協識をはかることを進めているo

3 .知的所有権昔話j震に関する日米散の比較

米国，イギリス， ドイツ，フランスにおける現慌の特許鎖震
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第 g表米国特許訴訟における問題点

特許訴訟における傾向 特徴・問題点

-クレーム(特許権の権利範囲)米国は日本よりもクレーム中に使用される用語を広〈解釈し、発明の保護範囲を広〈
の広い解釈 考えようと配慮しているとJ思われる.クレームの記載と一致していなくとも、機能宇
・均等論の存在 方法、結果において実質的に同一なら、クレーム中の構成と閑ーとみなして判断.均

等かどうかの判断は侵害したとされる時点を基準とする(日本では出願時}ので、出
願からかなり時聞が経ってかなり進歩した技術に対しても均等が認められる乙とがあ
る.

・特許権者に有利な陪審員制度 技術的要素の全〈ない素人である陪審員は特許庁の「専門家jが発明者に認めた特許
を無効にするととに踏踏し、自国民に有利な判断をしがちである.大企業よりも個人
や小企業に対してより同情的.原告の要求する実施料に対し根拠を示すととなく陪審
員が妥当と思う損害賠償額を認定することが可能.

-訴訟範囲を広げてしまう証拠 原告、被告双方が相手からの要求に従って必要書や証拠等審査のための必要な資料を
開示制度(ディスカパリー} 提出しあい、論点の整理を自主的に行うための手続きであるが、双方が自己に有利な

-損害賠償金の判定基準におけ
る「エンタイア・マーケット
バリュールール』・「仮想交
渉方式』

-三倍賠償制度(懲罰的賠償)
の適用

資料を相手かち得ることに躍起となり、あらゆる資料を要求しあう結果、その範囲が
極めて広範囲に及んでしまうこともある.相手の資料がすべてみられることで攻防が
容易となるが、経済的な負担も大きい.

日本では損害賠償額が侵害によって得たとされる利益以ょになるととはなく、その部
品を組み込んだ製品ではなく、問題となった部品の値段を基準とするので、賠償額が
法外な額になることは少ないが、米国はその部品を組み込んだ製品そのものの値段を
基事として領害額を算定する『エンタイア・マーケット・バリュールール」や、問題
の特許発明に全〈璃庇がな〈完全なものであるとして、業界の実施契約締結に関する
習慣等を全く考慮せず、ライセンサーとライセンサー問で誠意をもって交渉された場
合は実施料がい〈らになるかという『仮想交渉方式」と呼ばれる算定基準が採用され
ているので、賠償額が高額になりやすい.

ある製品の製造阪売に際し、事前に十分な特許審査をしたか杏か等の注意義務を闘い、
十分な注意義務がなされていなかった場合には、被告に故意があったとして実損害の
3倍の範囲内において賠償金の支払いを命ずることができる.意図的侵害でないとと
を立証するためには日常的な配慮が不可欠となる.

シュレスタ (1996)により作成。

すると以下のとおりである(第 10表，第 14図，第15図)。

米国のみ先発明主義であり，他は先願主義である。先発明主義の場合，最

初に発明した者に特許が与えられるもので，発明者の決定には複雑な手続き

が必要となる(生田・名越法律特許事務所編， 1998)。

出願公開制度は，出願された発明が，一定期間経過後公開される制度であ

り，多くの場合，出願後18カ月で公開される。この制度によって技術開発情

報が早期に入手可能となり，研究開発の効率的な運営を行うことができる。

上記5カ国のうち，米国のみ出願公開制度が存在しない。

特許権の存続期間は，いずれの国も出願日(ドイツのみ出願の翌日)から

20年であり，これは国際標準となりつつある。

審査制度は，出願された発明を審査し，特許要件を満たすもののみに特許
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/ 金入
G亘v ~亘量D
¥、/百扇7話通官¥〆/

踏|

/1意見書・補正書| ¥ 

特許料金等納付の催告

第 13図 ヨーロッパ特許出願手続きの流れ
生田・名越法律事務所編 (1998)により作成。
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第 10表 日米欧の特許制度運用の比較

項目 日本

特許付与白原則 ・先頼主義

グレ}スピリオド ・出願前6ヶ月
・試験、刊行物発表、文書によ
る学会発表、博覧会出品及び
意に反する開示

先行技術効果 ・同一出願人、発明者は除外
・新規性のみに適用

出願公開 ・出願日から7年以内
(注}実用新案出願では出願日
から4年以内

審査請求 ・出願日から18ヶ月で出願が公
関

不特許事由 ・原子核変換により製造された
物、公序良俗・公衆の衛生を
害する恐れがあるもの

意義申立 ・特許付与前

特許期間 ・広告白から15年、但し、出
願日から20年を越えない

製造特許の効力 ・新規物であれば拳証責任が転
換する

先使用権 ・晶り

名和 (1993)により作成。

米国 欧州

・先発明主義 ・先願主義
{米国内のみ先発明主義、他
国は先頭主義)

-出願前12ヶ月 ・出願前6ヶ月
・対象に制限なし ・博覧会出品及び意に反する関
(開示後1年以内に出願すれ 示
1;(よい)

-同一出願入、発明者は除外 ・除外規定なし
・新規性と進歩性に適用 ・規定伎のみに適用

-公開制度なし ・出願目から18ヶ月で出願が公
(特許により初めて公開) 関

-なし ・サーチレポート公開後6ヶ月
以内

-原子力兵器関係 ・動物種の品種、その生産のた
めの本質的な生物学的方法
・公序良俗に反する恐れがある
も申

-特許付与後{再審査) ・特許付与後

-特許発効日から17年なお、 ・出顕日から20年
出願日からの制限なし

-新規物でも公知物でも、その ・新規物であれば拳程責任が転
製法が使用された蓋然性が高 換する
〈、使用された製法を特定す
る合理的努力をすれば挙証責
任が転換する

・なし ・あり(園内法による)

を付与する制度である。この制度は，特許の信頼性を確保するために多くの

国で採用されており，フランス以外の4カ国には当該制度が存在する。なお，

フランスは無審査主義を採用しており，特許の有効性に問題が生じたときに

は裁判所で判断している。

異議申立制度は，特許権が付与された時点、で，その特許性について異議の

ある場合，申し立てできる制度である。この制度は，上記5カ国のうち日本，

ドイツに存在し，米国，イギリス，フランスには存在しない。これに代わる

ものとして，米国には先行技術を引用しての再審査制度が，イギ、リスには情
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第 14図 出願から登録までの流れ(日本・米国)
生田・名越法律事務所編 (1998)により作成。
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イギリス

酔査
占-i

ドイツ フランス

四
十
宜

回
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E
l
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一』
宜主唾雪

匝E→↓
E 

第 15図 出願から登録までの流れ出願から登録までの流れ(イギリス・ドイ

ツ・フランス)

生田・名越法律事務所編 (1998)により作成。
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報提斡制度がある。

米語，イギリス， ドイツ，プランスにおける現在の著作権銭

11表のとおり る。なお， くの議論がなされてい

るデータベースの保議に関しては， t控界的に著作棲によって保護されている

が{湾出， 1998)，欧知連合では，著作権とは別にデータベース作或者に対し

て素材の抽出及び再利用に関する誹強的許諾権による保護者旨開始している

(第12表)。

lV 盟系企難の多罷籍化と技術移転

1 .日系企業の海外進出

ここでは， したような知的所有権をめぐる彊襟需勢の中で，日本の多

国籍企業がいかなる技指移転を行っているのかを明らかにした上で，わが国

第 11表 日米穀の著作権制度の比較

唱民 健 怒本 アメリカ イギリ" ドイツ '7 !>シス ペルヌ -0-'マ条約

緩終発盆のまとIb 不調島 E不量得要の摺箸拘作後の饗筏つ作物いて告と除つ 不当建 等鴇 不)1 不実
の隻集等若手続.

sl いて3錨務束郡

著作者人修繕 有 唱ぜ * 《プログ~À縫徐() 場管 有 事撃

有
策策滋外拡坊主規定甥 * 樹旗掲線検1<>み鱒蹄 無 容 線漏憶言語れていない

待の対作象関2貧欄輔副E 実放演送ーレコm 払
制t緩レ鍍コH ドは箸停駒〉 業b後:l“民象l!l捻箸作劇 実棟、レコw 払滋湾建 築ピ緩ラ入象~，昆9レグコラ-ムR 策悠機iレ:l-岨E久

智略《髭雷路緩線.績忽は及釣‘ば解な訟叫に別{緩総アイ念デ総ィ獄ア後.鍵司捻Plゑ暖，稼 額忽
号誇径 筋線 漢琵されていない

な以3
ラL タペ細-;え 例飽 笛集築作物 .象箸伴物 滋集.作物 組鎌ilI倖liI 沼灘著作物

録集A事績
稲礎鯵作体綱障織機と後鳴綿織に頭経総番費号磨務に衆総認事館穫第 祭《寝レ緩コF 民 プログ!>A)衝棋符織風 プログラム〉

綾瀬務換縫
周周途益金鎌曜を決《雛定aで健司Z畿Eの'l> 鏑議されてい怠い

'盤 権絡が及諦

肉 怨楠橋 後闘のみ稼
省廿ァー'"ト・セー"・ 報M智附Jb47・32Psー1/ストヲトシ・?セ 有ール{フ・ア戸日タスト移ト持ーセ 展途務裁為ぷ 験費越のみ導者

ドクトリシ》

継 納入機 集 手守
者忽お犠潟滋識調障され".ゆ 宥艇塚両端腕きIt榊省臨掛闘闘され融当。 線終'I!れてない押行雄入船

窓@急線事修磯費簸求・象総薦 書展 費建 舞 有
帯老舗総払織緑樹輯

幾進言されて縫い
領康弘緩鯵を対帯

第@2鍾夢議'1通度信鋭英契機 機
鑓 集 家 持優 媛定されてない

省簡明居老舗掛

袈理敏博 死後回若手 第後時半
t死筆後頭民蹄総7匁e象》 死後5W年

. 鯖各‘饗4弘、 公還後縁組'" 公議線路惨 公還をS提出年 公議後叩年 公選集a義務噂 公表後:50俸
翼語 路体名畿

費趣 務の対停B象e鎮櫨傑庭 崩修 鵠'" 制修 詩集 加隼

~和 (1993) により作成。

104 



多閲案審玉険業の漢詩に伴う知的所有権制度の警護綴

第12袋データベースの保護

歌賞1逮合 (EU) 米関 防本

キ箆織となる データベースの主主的保護に濁する喜重量主主選務会指令 米国著作総滋 (1事均等〉 著作権法 (1脅86年寄主主正〉
法制緩

係書量の緩ま主 著作機 sul脚紅色綴 著作物〈尊重集著書惨事華〉 箸作権{データベ}スの
草野作物〉

デ}タベ… 体系的、組織約なコきままで重喜狗富れた索材の集合であ襲霊祭事苦律事討の定義: 惨事費の集合物であって、
コン~二..-タによる検幾
晶君湾総になるように体系
的に構成したもの

スの事室関 って、型車予防l之アクセス河童話かどうかは問わない まま療の幾材やデータを叙
重義/綴成することによっ
てで者た著書作物

係議される 個々のデータの選択またコンテンツの是主主義‘調査、素材などの滋叙‘整漆またデータベ…ス喪構成する
ための要件 は重il~考書雪、毒事作者自身の指示のいずれかで、質約は配列によって、念体とし情報の選択語または体系善寺

主事告雪量躍律義豊富誌による成果もしくはき量的に綴望号の投て著作者が費j修した幸喜作物な構成によって鋭f宇佐脅
だと評価で宮るもの 資がなされたもの を形成しているもの 有するもの

権利の及ぶ 複製、改変、告書あなどのコンテンツの全体の、も夜祭、要望索、告書布な 複製、重臣家、重要与などの
豊富聖霊 行為 し〈法案質的部分の総t陸、どの行為 行為

事専事affl

議事jの制限 ・3書官室予約データベ日ス・4葬儀予約データベースツミ£ア・ユース規定による ・税約利用のための複製
(Euは各閣 の私ま普段金きのための擦 のコンテンツ(1)~主釣箆 〈著書作物の使用罰的、後室電、・臨調書寄生富などにおける幾
毎に規勉 重量 的のための綴滋 使用される部分のを霊喜室、喜善 袋、など

・手李総書量EI約の教育、研 ・9事喜適量産E室長警の数脊、研 作物の望書級車きなま信者語や領櫨
ヲ宅Eき脅きのための使用 究EI量きのための総出 に及ぼす影著書悲考怠}
・公共めませぎ訟の図的やfi.公尖の祭会の際的や行
政/司法の瀦切な遅滞 致/習法の話題切な運用
のための佼F請 のためのま由出/隊約馬
場各国で著作織の綴綴と
して認められている行
為

保護期間 意雪作事きから、著作者 作成絡すおから15傘、 1J1Jf下時か色、著作者 重詩作事事から、著作者
(1);E室長均等まで 害程質的主主重量3電波ょっ の死後50年まで の死後50~手まで

て愛媛

資ul(1998)により作成。

とアジア語習との結びつきについて機討する。

日本企業の藍接対外投資は，開高を契機として過去3間拡大期を経塁突して

いる{第16翻)。第1次比 73

金磯産前までの期間 (1969~1973

ピークとする 60年代後半から第 l次石油

であり，第2次は第2次寝泊燃機を挟

んだ期間 (1978~1984 年)である。しかし， 1986年のプラザ合意以降の対外

は過去最高のものとなっている。この 1986年以締における

投資の諒捺期には。発展途上酷から先進国，労{動集約型産業から加工組立製

産業への転憐がみられた。

シュレスタ (1996)によれば，最近の丹高対応策として企業が考えている

施策は，百本題内の製造コストをでぢる限り下げること，標準化された況沼
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アジアへの展開要因 欧米への展開要因
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-高度成長による国内労働者不足，
賃金高勝，公害等に加え.71年
ニクソン・ショックを契機とし
た円高での競争力低下

• 73年の第1次石油ショックや ・海外投資金体が停滞する中で
ASEAN諸国での対日感情悪化 貿易摩擦対応のための増加

-円高に伴う国際競争力低下や天
然資源開発関連大型案件の成立

-円高傾向 -円安傾向

-円高による国際競争力低下や労・貿易摩擦への対応
働力不足による賃金高騰や地価・EC市場統合への対応
高勝による生産コスト上昇 ・余剰資金による不動産等海外
・中国における市場経済政策の推 資産の購入
進

第 16図 日本企業の海外投資要因
シュレスタ (1996)により作成。

品については，日本国内ではなく，アジア中心の海外生産拠点で生産拡大を

図ること，低コストの輸入部品を圏内の生産プロセスの中でできる限り用い

ることなどである。日本企業による対外直接投資の拡大戦略は，当分の聞は

圏内の競争力を維持し，拡大しつつも，海外生産拠点の競争力の向上につと

めるというものであり，特に対アジア地域への直接投資の役割が高まってい

る(洞口， 1992)。

従来は，労働集約度，及び国際的な賃金格差により国際分業がなされてき

た。しかし， 1980年代後半以降は，量産機械，汎用品，標準化品の生産・輸

出拠点を進出先のアジア諸国にシフトさせ，日系企業はよりハイテクの製品

に特化するという傾向がみられる(岡本， 1998;宮智・大西， 1995)。さらに，

この生産体系そのものの移転は，日系企業と進出先の企業との間だけでなく，

進出先の現地企業とその周辺諸国の企業聞にも多様な分業関係を生むことと

なった。

また， NIEsは， 80年代後半のASEANの工業化に伴って輸出競争力が低
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下したことにより，比較的に劣位化した産業の生産拠点を梅外にシフトさせ

ると罰時に， 中心に技捕集約型産業の予言成を図るために，外資を

機樺的に導入するという政策をとっている。

ア藷冨の分業化は，悪材料と工業製品とを相涯に輸出するという

ら，工業製品を諮互に輸出する水平分業へ転換そ滋げている。そし

て，この水平分業も，高付加倒値製品を器本が，低付加錦纏製品をアジア諸

国が分担する状態から，双方が薪襲品，高付加価{直製品を輪出するという状

態に変色しつつある。上記のようなお本食業及びNIEs企業の分業は，この水

平的損諜分業を推濃ささせていると考えられる{第17 O 

2.日:本の技術移転の概嬰

アジアにおける新たな分業構議への移行は，臼系企業の投資増加が大きな

となっている O この投資増加により，標準先された汎用品などについて

は，アジア中心の瀞外生産拠点で生践拡大がなされている。そのために日本

〈の技擦を海外へ移転させている。そこで，ここでは沼本企業が持っ

ている投機移転の離要を，科学技議IT発行の r 日本む技指輪出の実態~， r科

学技荷諒究調査報告~ (1987年"'-'1997年版)， IF科学校講白警~ (1998年歳入

及ひさ遠高産業省発行の F遥蕗由設J (1998年議)を資料として把寵する。

まず IF通寵自警sによって，日本における技術貿易緩講或比を地域別，

種別にみると〈第18闘)，通信・電子・議気計測器を中心に欧米先進陸から

技簡を輸入し，自動車や警察気機携の技術をアジア等へ輸出していることがわ

かる。こうしたアジアへの投討を輪出は，対外議議投資による現地子会社向け

技街洪与の増加が大きな要因である。

ける特許出願件数をみると(第四国入全体的に増加の綴向に

あるが，韓櫨や米国で出願件数む増加が大きい。1995年についてみてみると，

S本が369，215件で世界で最も多く，以下米器， ドイツ，イヰfリス，韓盟，

ブランス，中閣の!院になっている O また，嬰隠の技術貿易の輸出入額をみ

ると(第20鴎入企業活動におけるグローパリゼ…ションの進展や知的所有

る近年の(煩向を反較して拡大基調にある。 1995年の技術輪出額
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r一一一一一 心シュレスタ (1996)によるアジアの分業構造 一一一一一一1
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第 17図 アジアの分業構造

シュレスタ (1996)，宮智・大西(1995)により作成。
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地域別輸出入 (1995年度)

画韓国圏マレーシア 図中国 白イギリス園ドイツ

盟タイ 圏シンガポール 閣アメリカ 困フランス 口その他

圏台湾 図インドネシア

産業別輸出入 (1995年度)

圃医薬品 闇一般機械 圏電気機械器具口その他

盟その他化学園通信・電子・電気計狽!J器図自動車

第 18図 日本における国別・産業別の技術輸出入額

通商産業省編 (1998)により作成。



(件)

400，000 

350，000 

300，000 

250，000 

200，000 

150，000 

100，000 

50，000 

。

(億円)

35，000 

30，000 

25，000 

20，000 

15，000 

10，000 

5，000 

0 

北大文学部紀要

1985 1987 1989 1991 1993 1995 

-・一韓国

一ー一中国

一← 日本

一← イギリス

-0ードイツ

-0-一フランス

一企ー アメリカ

第 19図 主要国の特許出願件数の推移

科学技術庁 (1998b)により作成。
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第20図 主要国における技術貿易額の推移
科学技術庁 (1998b)により作成。
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(対価受取額)では米国が圧倒的に多く，日本，イギリス， ドイツ，フランス

を引き離している。これに対して， 1995年の技術輸入額(対価支払額)では，

日本，米国， ドイツ，イギリス，フランスの順になっており，輸出額ほどの

差はみられない。この結果，主要国の中では米国が大きく輸出超過となって

おり，イギリスも同様であるが，フランス及びドイツは輸入超過である。わ

が国も，技術貿易収支は輸入超過となっている。さらに， 1996年度のわが国

の技術貿易を地域別に見ると(第21図)，技術輸出額ではアジア(西アジア

をのぞく)が全輸出学の 50%を占めている。また，技術輸入については北米

国とヨーロツパが圧倒的に多い。

次に，日本からアジアへの技術輸出額や輸出内容を『科学技術研究調査報

告』により検討する。この報告書は，日本における科学技術に関する研究活

動の状態を調査することを目的として，総務庁統計局が実施したものであり，

特定産業を除く資本金100万円以上の全会社を対象としている。調査票は，

総務庁統計局から対象企業に対して直接郵送し，再び郵送により回収してい

ん
十
↑
靴

第 21図 日本における地域別技術貿易額 (1996年度)
科学技術庁 (1998b)により作成。
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る。なお，調査対象とする会社の名簿は~平成 3 年度事業所統計調査』の結

果から作成し，結果の推計は各分類ごとに抽出率の逆数を乗じることで、行っ

ている。

日本からアジアへの技術輸出額をみると(第22図)，増加の一途をたどっ

ていることがわかる。 1985年から 1995年までの 11年間で総輸出額が約

2，745億円増加しているのに対して，アジアへの輸出額は 1，582億円増加し

ているため，全輸出学に占めるアジアへの輸出額の割合は，1985年の 42.61%

から 1995年の 49.95%へと，約7.34%の増加を示している。また，アジアへ

の技術輸出の内容をみると(第23図)，電気機械工業や輸送用機械工業で増

加が激ししまた，輸出額の全体に占める割合も大きい。さらに~日本の技

術輸出の実態』を資料として，さらに技術貿易の詳細をみる。この報告書に

用いられているデータは，科学技術庁科学技術政策研究所が実施したアン

ケート調査で収集されたものであり，平成8年4月1日以降平成9年3月31

日までの 1年聞に締結された新規の技術輸出契約を調査対象としている。調

査対象企業は，資本金10億円以上で研究開発活動を実施している企業及び技

術貿易と関連のある企業であり，郵送法によるアンケート調査を採用してい
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一← 総輸出額

...... ー アジアへの輸出額

アジア占有率

第 22図 日本のアジアへの技術輸出額とその総輸出額に占める割合
科学技術庁編(1988，1989， 1990， 1991， 1992， 1993， 1994， 1995， 1996， 1997， 
1998a)により作成。
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(100万円)
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200，000 
闇電気機械工業

盟輸送用機械工業
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図機械工業合計

図化学工業
100，000 

図鉄鋼業

50，000 
口その他の工業合計

園建設業

O 
置その他の非製造業

1985 1987 1989 1991 1993 1995 

第 23図 日本におけるアジアへの産業別技術輸出額の推移
科学技術庁編(1988，1989， 1990， 1991， 1992， 1993， 1994， 1995， 1996， 1997， 
1998a)により作成。

る。なお，調査対象企業は 1，590社で，回答企業社数は 1，107社(回答率

69.6%) となっている 18)。

日本の技術輸出件数を国別にみると(第24図)，米国へのものが圧倒的に

多く，韓国，中国，台湾と続く。次に，技術分野についてみると(第25図，

第 26図，第27図)，すべての分野において，アジアの比率が過半数となって

おり，また，技術分類別に契約件数をみると，多くの地域で「輸送用機械」

上位を占めている。これを国別でみると，米国が，電子部品や電気機械など

電気・機械の分野で件数が多く， ドイツやイギリスでは，有機化学や無機化

学などの化学分野で契約件数が多い。アジア諸国では，中国や韓国で電子部ー

品・デバイスなど電気の分野での件数が多く，それ以外の国では，鉄鋼や非

鉄金属などの金属分野での件数が多い。
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第 24翻 日本における髄腿技術輪出件数

150 200 
(件〉

科学技術庁縦(1988，198号， 1990， 1991， 1992， 19部，的94，1995， 1996， 1997， 

1998a)により作成。

全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 事事滋

中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

?レイシア シンガボー)v ホンコン ベトナム

第 25函 g 本の技術輸出の分野部構成比

臨電気悶金線

闘機械口その{畠

密化学

科求技術庁科学技術政策研究所縁(1998)により作成。
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機械

その他

化学

盟北アメリカ

圏ヨーロッパ

図アジア

口その他

第26図 日本の技術輸出における地域別構成比

科学技術庁科学技術政策研究所編(1998)により作成。

資本金別に技術輸出件数をみると(第 28図)，いずれの固でも資本金が100

億円以上500億円未満の企業による輸出件数が多いことがわかるが，米国や

ヨーロツパの国々では 100億円以上の大規模な企業による技術輸出が多いの

に対して，アジアでは殆どの国で， 100億円未満の比較的小さな企業による技

術輸出が全体の4分の l程度みられる。また，資本関係の有無についてみる

と(第29図)，全体では，資本関係のない企業に対する輸出が62.0%，資本

の2分の l以上を所有している企業に対しては 22.2%。資本の 2分の 1未満

を所有している企業は 15.8%となっている。ヨーロッパや米国では資本関係

のない企業への輸出が多いが，イギリスでは資本の 2分の l以上を所有して

いる企業への輸出の比率が40.7%と高くなっている。アジア内、では，国に

よって差が見られる。傾向を大別すると，資本関係のない企業への輸出の比

率が低い輸出先国(韓国・インド・香港)と，資本関係のある企業への輸出

の比率が高い輸出先国(タイ・フィリピン・マレーシア・シンガポール)と

に分類できる。技術輸出契約相手先企業との資本関係の有無は，同一地域内

でも国によって差が見られるが，これは，固によって外資受入政策や経済状
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第27図技術分類別国別技術輸出件数
科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998) により作成。
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全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 韓国

中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

6事
マレーシア シンガポール ホンコン ベトナム

くもお
圏 100億円未満

図 500億円未満

口 500億円以上

第 28図 資本金別日本における技術輸出件数
科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998) により作成。

全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 韓国

中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

マレーシア シンガポール ホンコン ベトナム

圏なし

図 2分のl未満

口 2分のl以上

第四図 資本関係別日本における技術輸出件数

科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998) により作成。
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況が異なることの影響と考えられる。

契約期聞についてみると， (第30図)全体では， '5年以上10年未満」が

30.5%を， 1年以上5年未満」が23.0%を占めており，この両者を合わせた

'1年以上10年未満」の期間で53.5%を占めている。以下，工業所有権等の

期間(16.9%)j， '10年以上15年未満 (ll.O%h'その他の期間 (9.3%)j，

'1年未満 (4.8%h'15年以上 (4.5%)jと続いている。地域別に見ると，

ヨーロッパや米国では「工業所有権の期間」の比率が高く，アジアでは多く

の国で5年未満の短期契約の比率が高い。なお，インドや中国では '15年以

上」の長期契約の比率が高くなっている。次に，契約形態についてみると(第

31図，第32図，第33図)，全体では，有償契約が86.5%，クロスライセン

ス契約が7.6%，無償契約が6.8%となっている。全技術輸出契約に占めるク

ロスライセンス契約の比率は，米国やドイツ，フランスなどで高く，特に米

国のクロスライセンス契約件数は，全クロスライセンス契約件数の 60.3%を

占めている。クロスライセンス契約は，他の契約と比べて権利が錯綜する高

全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 韓国

中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

マレーシア シンガポール ホンコン 闘 l年未満 図 15年以上

圏 5年未満 図工業所有権の期間

圏 10年未満口その他

圏 15年未満

第 30図 契約期間別日本における技術輸出件数
科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998)により作成。
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韓国フランスイギリスドイツアメリカ会体

インドフィリピンインドネシアタイ台湾中国

|圏有償口…センス|

図無償 ! 

ベトナムホンコンシンガポールマレーシア

契約形態別日本における技術輸出件数

科学技術庁科学技術政策研究所編(1998)により作成。

第 31図

アメリカ

インドネシア

フランス

ドイツ

韓国

中国

タイ

圏

園

圏

図

日

田

園

口

その他

日本の技術輸出における国別クロスライセンス契約件数

科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998)により作成。
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アメリカ

ドイツ
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中国

タイ

インドネシア

フランス
一千
O 10 20 30 

第 33図 クロスライセンス契約内容

科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998)により作成。

40 
(件)

度な技術の際に採用されるケースが多いため，工業先進国の企業聞で結ばれ

ることが多くなっている。また，米国では特に知的所有権に対する考えが厳

格なため，件数が多くなっていると思われる。契約内容についてみてみると，

米国では「対価を支払うもの」が39.5%(15件)を占めているのに対し， ド

イツでは 10%程度を占めるに過ぎず，また，韓国では無しである。これは，

わが国と契約相手国との技術力の関係などが，クロスライセンス契約の形態

等にも影響しているためと思われる。

技術貿易の実施料の受取方式の代表的なものに，イニシャルペイメント及

びランニングロイヤルティがある。イニシャルペイメントとは，契約発効時

または一定期間内に契約製品の生産・販売・使用等に基づく実施支払責務の

発生の有無に関わらず，独立的に支払われる金額を指す。また，ランニング

ロイヤJレティとは，契約製品の出来高に関連して支払われる実施料や，期間

当たり実施料等を指すものである。これらに関する契約の比率をみると(第

34図，第35図，第36図)， rイニシャルペイメント有り」の契約の比率は，

全体で59.6%である。この比率は韓国で81.7%と高くなっているが，イギリ

ス (36.0%)，マレーシア (47.1%)などでは低い値を示している。「ランニ
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全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 韓国

中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

マレーシア シンガポール ホンコン ベトナム

l kl 
第 34図 イニシャルベイメントの有無別技術輸出件数

科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998)により作成。

全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 韓国

中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

マレーシア シンガポール ホンコン ベトナム

E 
第 35図 ランニングロイヤルティの有無別日本における技術輸出件数

科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998)により作成。
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全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 韓国

中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

マレーシア シンガポール ホンコン ベトナム 国 1%未満 圏 11%未満

事
閥抗未満 図 11%以上

園 5%未満 口その他

圏 8%:未満

第36図 ランニングロイヤルティ料率別日本における技術輸出件数
科学技術庁科学技術政策研究所編(1998)により作成。

ングロイヤルティ有り」の契約の比率は，全体で70.9%でありり，地域差及

び国による差は見られない。技術輸出に対する対価の受取方法として，ラン

ニングロイヤルティ方式が多くの契約で用いられていることがわかる。また，

「ランニングロイヤルティ有り」の契約についてその料率をみると，全体では

2%以上5%未満の料率での契約の比率が高いことがわかる。地域別では，

ヨーロツパや米国で5%以上の料率での契約が20%以上あるのに対し，アジ

ア諸国では 5%以上の料率での契約は少なくなっており，ランニングロイヤ

1レティの料率は欧米諸国で高く，アジア諸国で低くなる傾向にあることが分

かる。

技術の種類についてみると(第37図，第38図，第39図)，全技術輸出の

うち，特許を含むものは 39.0%，ノウハウを含むものは 76.1%，商標は

19.2%となっており，多くの契約にノウハウが含まれていることが分かる。

ヨーロツパや米国では，特許を含む契約の比率はいずれも 70%以上となって

いるが，アジア諸国では 20%程度に留まっている。逆に，ノウハウを含む契
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全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 韓国

中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

(色 Cわ
マレーシア シンガポール ホンコン ベトナム

⑦ (色 (も 匡
第 37図技術内容(特許有無)

科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998) により作成。

全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 緯園

中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

マレーシア シンガポール ホンコン ベトナム

E 
第 38図技術内容(ノウハウ有無)

科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998)により作成。
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全体 アメリカ ドイツ イギリス フランス 韓国

(わ ⑦ (も (九
中国 台湾 タイ インドネシア フィリピン インド

(も
マレーシア シンガポール ホンコン ベトナム

(色 E 
第 39国技術内容(商標有無)

科学技術庁科学技術政策研究所編 (1998)により作成。

約の比率は，ヨーロッパや米国では2分の 1程度の比率に留まっているのに

対し，アジア諸国ではいずれも 80%以上となっている。こうした差は，輸出

される技術及び形態の違い，輸出先の技術基盤の違い等を反映している。ま

た，アジア諸国における技術貿易相手先企業は資本関係がある比率が高いこ

ととも関係していると思われる。

3 .アジア諸国における日本企業の権利取得状況

(1) 特許

ここで，知的所有権の複雑な国際関係が築かれる中で，わが国の企業が，

アジア諸国において，どのように権利取得を行っているのかを解明する。そ

のために特許庁発行の『特許庁広報』と r企業における国際特許戦略実態調

査』を資料として用い，アジア諸国(日本，中国，韓国，マレーシア，香港，

ベトナム，フィリピン，タイ，シンガポール，インドネシア，インド)にお

ける特許，商標，意匠，実用新案の出願及び登録について検討する1%なお，

対象期間は 1985年から 1995年の 10年間とし，分析には，知的財産研究所編

-124-



多閣議警:iI':講堂の展務?こ伴う知的所有権制度のま愛綴

(1995)と同様に，先進国として米国， ドイツ，フランス，イギリスのデ←タ

そ加えて参考とする。

まず，特許む出鰯及び登録状況を検訴する(第40隠)Q1995年における

みると日本が最多であり，f喰のアジア藷爵と抜大きな開きがある。

箆本以外のアジア諸国では韓国と中国が多く，ベトナムとシンガポールが次

ぐ。これらの臨は， 1995年時点で1万件以上の出願があり，特に韓留は，ド

イツやプランスと間程度の出搬をっている。 1985年からの変化合みるとア

ジア諸障は，いずれも増加額向にあり，特に韓醒，中関，シンガポーノレ，ベ

トナムで顕著である O マレーシアも出願件数が著しく増加しておりヲ 1987

から 1995年にかけて香議以上の出願件数そ示している。

みると， 1995年にアジア諸国の中では日本が最も多く，

韓国と中醤がこれに次いでいる。しかし，出願と違って，韓国及び中匿の登

ドイツやフランスを大きく下回っている。 1995年時点では，と

米関が同程度であるが，日本の登録件数は 1990年代になって急増したの

し，米閣は 1985年から安定して多くの登録がなされている点で異なってい

る。香港，マレーシア，グイなどで、は，件数こそ少ないものの，出願に対rc;

して登議が1990年代になって急増している O

次に，特許出願及び登録における内麗人と外盤人の比率をみる(第41隠)。

お鎖件数に対する溺再出願人による 1995 アジアでは日

最もi潟く，韓罵，インド，中習が続いている O 他のアジ

に低しおj醸のほとんどが外鰐人によるものであることがわかる。比率の変

化をみると， タイは様方自しているが，

しているα

おける内閑人比率をみると，韓国，

ベトナム，インドは 1990

ペトナム以外は大き

な変化がみられない。 1995年特点での比務は，出鎮の場合と同様に，アジア

の中で時本が最も高く，韓関，中国，インドが続いている。 他のア

は上七率が非常に越しその変化も小ざい。

ここで F企業にお付る国際特許戦路実態調査』により，アジ

をみると(第42冨)，いずれの国においても 1991年から 1994
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第 40図特許出願・登録件数

特許庁編 (1988，1989， 1990， 1991， 1992， 1993， 1994， 1995a， 1996， 1997， 
1998b) により作成。
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第 41図特許内国・外国人比
特許庁編 (1988，1989， 1990， 1991， 1992， 1993， 1994， 1995a， 1996， 1997， 
1998b)により作成。
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第42図 アジア諸国への主な特許出願国
特許庁 (1998a)により作成。
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口 1991
璽 1蜘

かけて，主要先進国からの出願が大幅に増加している。特に，日本及び米国

からの出願は，いずれの国でも大きな割合を占めており，その増加も著しい。

そのため，香港，マレーシア，タイなどで，出願及び登録が1990年代になっ

て急増しているのは，当該国及び地域に日本や米国の企業が多数進出し，そ

れに伴って多くの権利取得がなされたことによると考えられる。
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(2) 商標

商標の総出願件数をみると(第43図)， 1995年には日本が最多であるが，

中国が僅差で続く。他のアジア諸国の中では，韓国とインドの出願が多く，

香港，マレーシア，シンガポール，タイなどの国に大きく差をつけている。

日本や中国の商標出願件数は，米国と同程度であり，韓国でもイギリスやド

イツに並ぶ出願が行われている。1985年からの変化をみると，アジア諸国は，

いずれも増加傾向にあり，特に中国とインドが顕著である。マレーシアも増

加が著しく， 1985年からの 10年間で出願件数が倍以上になっている。

商標の登録件数をみると， 1995年にアジア諸国の中では日本が最も多く，

中国と韓国がこれに次いでいる。出願と同じく，中国の登録件数は米国と，

韓国の登録件数はイギリスやドイツと同程度である。 1985年からの変化をみ

ると，アジア諸国は， 1990年代になってから，ほぽ増加傾向にあり，特に中

国が顕著である。マレーシアは登録件数は少ないものの， 1992年からの増加

が著しい。

次に，商標の出願件数及び登録件数に対する国内出願人による比率をみる

と(第44図)，特許の場合と比べて高い比率を示す国が多い。しかし，フィ

リピン，ベトナム，マレーシア，香港などでは内国人比率が低く，商標出願

及び登録の大部分が外国人によってなされていることがわかる。

(3) 意匠

意匠の総出願件数をみると(第45図)， 1995年には日本が最多であり，韓

国と中国がこれに次いている。なお，他のアジア諸国は，これらの固に大き

く差をつけられている。日本と韓国の出願件数は，米国を大きく上回ってお

り，中国でも米国と同程度の出願が行われている。 1985年からの変化をみる

と，日本以外のアジア諸国は，増加傾向にあり，特に 1990年代になってから

の韓国の増加が著しい。

意匠の登録件数をみると， 1995年にアジア諸国の中では日本が最も多く，

韓国と中国がこれに次いでいる。韓国及び中国の登録件数は，米国やイギリ

スを上回っており，他のアジア諸国をかなり司|き離している。 1985年からの
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第 43図 商標出願・登録件数

特許庁編 (1988，1989， 1990， 1991， 1992， 1993， 1994， 1995a， 1996， 1997， 
1998b)により作成。
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多国籍企業の展開に伴う知的所有権制度の整備

変化をみると，韓国とインドの増加が著しい。

次に，意匠の出願件数及び登録件数に対する圏内出願人による比率をみる

と(第46図)，商標の場合と同様に，高い内国人比率を示す閏が多い。しか

し，タイは内国人比率が低く，意匠出願及び登録の大部分が外国人によって

なされていることがわかる。

(4) 実用新案

実用新案の総出願件数をみると(第47図)， 1995年には韓国，中国，日本

の順になっており，マレーシアやベトナムはきわめて出願件数が少ない。日

本の出願件数が1985年以降激減しているのに対し，韓国の出願件数は 1990

年代になって著しい増加を示している。なお，日本，韓国，中国のいずれも，

特許出願件数より実用新案出願件数の方が少ない。

実用新案の総登録件数をみると， 1995年には日本，中国，韓国の順になっ

ており，いずれの国も登録件数は上昇傾向を示している。なお，日本と韓国

は，特許出願件数より実用新案出願件数の方が少ないが，中国は，逆に実用

新案出願件数の方が多い。

次に，実用新案の出願件数及び登録件数に対する国内出願人による比率を

みると(第48図)，日本，中国，韓国，フィリピンのいずれもが，商標や意

匠の場合と同様に，高い内国人比率を示す。しかし，ベトナムは 1992年以降，

内国人比率が低下している。

V マレーシアにおける知的所有権制度

1.知的所有権の関連部局

ここで，近年，先進国からの多国籍企業の進出が多いマレーシアを対象地

域として，どのような知的所有権制度が確立されつつあるのか検討する。

マレーシアの知的所有権に関する制定法は，内国取引・消費者問題省

(DTCA: Ministry of Domestic Trade and Consumer Affairs)の管轄と

なっており(第49図)，その詳細は， Malaysian Administrative Modernisa-
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第 48図 実案内国・外国人比

特許庁編 (1988，1989， 1990， 1991， 1992， 1993， 1994， 1995a， 1996， 1997， 
1998b)により作成。
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第49図 マレーシア組織図
Malaysian Administrative Management Planning Unit (1994)により作成。

tion and Management Planning Unit (1994)に記されている。内国取引・

消費者問題省の知的財産局(1.P. Division， Intellectual Property Division) 

は，マレーシアにおける特許及び商標に関するすべての手続及び登録を処理

する機関である。なお，現在のところ，意匠はイギリスにおいて登録しなけ

ればならないが，近く変更される予定である。

知的財産局は，商標部及び特許部からなり(第50図)，各部には登録官，

副登録官，登録官補が所属している20)。

マレーシアには，その他の知的財産関連団体として，マレーシア工業規格

調査研究所 (SIRIM:Standards and Industrial Research Institute of 

Malaysia) 21)，マレーシア弁護士会 (MLS:Malaysia Law Society)，マレー

シア知的所有権協会 (MIPA: Malaysian Intellectual Property Associa-

tion) ，マレーシア発明デザイン協会 (MINDS:Malaysian Invention and 

Design Society)などがある。これらの団体は，マレーシアにおける知的財
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第 50図知的財産局の組織

マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。

産制度の拡充及び効率的運営のために，知的財産局への協力を行っている。

なお，マレーシアは， WIPO設立条約(1989年加盟)，パリ条約(1989年

加盟)，ベルヌ条約(1990年加盟)， GATT(1957年加盟)， WTO加盟(1995

年加盟)に加盟しており， PCT条約への加盟は検討中である。

近年，マレーシアの知的財産関連法は， TRIPS協定に沿った法制度にする

ため，改正作業が進められており，新工業意匠法，デジタル署名法案，コン

ピュータ犯罪法案が1997年に議会を通過した。植物特許の保護や，集積回路

の回路配置の保護などについては， 1999年末までに法改正を完了する予定と

なっている 22)。

2.知的所有権制度

(1) 特許

ここでは，マレーシアにおける知的所有権制度について， 1998年8月に内

国取引・消費者問題省知的財産局及び工業規格調査研究所で行った聞き取り

調査結果を中心に，黒瀬 (1994)，知的財産研究所編(1995)，東京青山法律
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事務所編(1996)及び日本貿易振興会編(1998a)の調査結果を参考としなが

ら検討を行う。なお，マレーシアにおける特許，商標，意匠の登録の手続き

は第51図に示す。

特許については 1983年特許法 (PatentAct 1983)及び1986年特許規則

(Patents Regulations 1986)が適用される。特許法は 1993年に修正され，

1995年8月に発効している。なお，マレーシアはパリ条約に加盟している。

特許法の保護対象は，特許権を付与される発明，または証明が与えられる

実用新案である。発明は，それが新規性を有し，進歩性を備え，産業上利用

特許 商標

d動
第 51図 マレーシアにおける知的所有権の出願から登録までの流れ

日本貿易振興会編Cl998a)により作成。
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第 51図 マレーシアにおける知的所有権の出願から登録までの流れ(続き)

可能である場合に特許権を付与される。

実用新案とは，新しい製品もしくは行程を創り出す革新，または既知の製

品もしくは工程の新たな改良であらゆる産業において生み出され，または使

用することができるものを指し，発明を含む。産業の種類は問わない。実用

新案は新規性を有さなげればならない。

審査は，予備審査，審査請求，実体審査などが行われる。なお，出願され

た発明と同じ，または本質的に同様の発明に関して，マレーシア以外の所定

の国々(オーストラリア，イギリス，米国)において，または所定の条約つ

まりヨーロッパ条約に基づき出願者に特許が与えられた場合にのみ変形審査

が用いられる。

審査官は，出願者が特許法及び特許規則の要件を満たしているか否かを述

べる報告書を出す。これが肯定的な場合には出願は認められる。審査官が要

件を満たしていない旨を報告する場合には，登録官は出願者に報告書を見せ，

要件を満たすよう出願書を補正する機会を与える。出願者が3カ月以内にこ
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れを行わない場合には，登録官は出願を拒絶することができる。 3カ月の期

限は，登録官の裁量により 1回のみ延長することができる。

特許の保護期間は15年であり，特許付与日から起算される。しかし，特許

は更新手数料の支払いにより毎年更新されなければならない。更新手数料支

払いの遅延が6カ月を越え，猶予期間内に支払われない場合には叫，特許は消

滅し，それに関する通知が政府公報に公告される24)。

実用新案証明の期間は，権利付与日から 5年以内である。期間は5年ごと

に2度延長できるため，総期間は 15年となる。また，実用新案の証明書は，

権利付与日から 2年後の日より毎年更新されなければならない。更新手数料

支払いの遅延が6カ月を越え，猶予期間内に支払われない場合にはm，特許は

消滅し，それを復活させる方法はない。

登録官または特許委員会の決定または命令により権利を侵害された者は誰

でも，高等裁判所に上訴することができる。上訴は自分自身ですることがで

きず，マレーシアで営業を認められている弁護士及び事務弁護士の労務提供

を利用しなければならない。

マレーシアにおける特許出願をみると(第52図)， 1980年代半ばから急増

している。それに対して登録件数は， 1988年まで増加してから一時減少し，

1992年から 1995年にかけて再度急増している。出願と登録の変化が一致し

ていないのは， SIRIMで行われていた特許審査業務が1990年から知的財産

局に移されたことや，設立当時の知的財産局には特許の実体審査を行える技

術系審査員が不足しており，特許出願が長期間審査未着手の状態にあったこ

となどが関係していると思われる。

特許出願の内国人比率は(第53図)，出願に比べて登録の比率が低い。出

願の内国人比率は，総出願件数のほぼ40%から 50%となっているが，登録は

ほぼ10%から 30%の聞にある。これは海外から出願される特許が，圏内で出

願される特許より高い割合で登録されていることを示している。

マレーシアにおける国別特許出願及び登録をみると(第54図)，いずれも

米国と日本が多く，他の固に大きく差をつけている。ただし，出願は全ての

国で増加傾向にあるが，登録は1995年から減少傾向に移行している。登録の
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増加が，出願の増加に比べて伸び率が低いのは，審査能力の不足が原因と考

えられる。

(2) 商標

商標については， 1976年商標法 (TradeMarka Act 1976)及び1983年

商標施行規制 (TradeMarks Regulations 1983)が適用されている。この2

つの法律は，イギリス及びオーストラリアの商標に関する制定法と近似して

いる。商標法は 1994年に改正され，サービスマークを対象に含むようになっ

た。改正法は 1997年12月1日施行で，商標関連の書式や手数料も同時に改

正された。

商標法の保護対象は， ["商品と商標権者としての，または商標を使用するた

めの登録使用者(本人であることの表示の有無を問わない)の聞の取引過程

における関係を示すために，その物に関して使用するか，または使用するよ

う提案されるマーク」であり，登録可能な商用の種類には，図案，ブランド，

見出し，ラベル，チケット，名前，署名，語，文字，数字，またはそれらを

( 件件)
出願件数

25.000 10.000 

2O.000-tl U 国外 f-------II H 8.000 

15.000 1 1 H H 6.000 

1O.000-111-----------fけHHHH 4.000 

5.000-刊HHHHHHHHH晴督閣時制 2.000 

1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 

第 52図 マレーシアにおける特許の出願・登録件数の推移

マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。
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組み合わせたものが含まれる。

審査には，予備審査，公式調査，正式審査の 3段階がある。登録官は，出

願された商標が基準を満たしていないとみなす場合には異議を唱える。一方，

出願が適切であるとする場合には，それを承認し，政府公報に公告する。

登録商標の最初の存続期間は，申請書提出日から 10年間である。最初の 10

年が終了した時点で，さらに 10年ごとに登録を更新することができる。

商標問題について高等裁判所への上訴は，通常，マレーシアにおいて開業

を認められている弁護士及び事務弁護士が労務提供をしている。

なお， 1983年9月に統一連邦商標法が発効する以前は，商標の出願登録手

続きは，マレーシア連邦を構成する西マレーシア(マラヤ)，サパ，サラワク

でそれぞれ行う必要があったが，この統一連邦商標法が施行されたことによ

り，いずれかで出願手続きをすれば，全体に商標権の効力が及ぶ、ことになっ

(%) 
60 

50 

40 

30 

司，

1 'w' V 
一畳一出願10 

一← 登録
O 
1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 

第 53図 マレーシアにおける特許出願・登録の内国・外国人率

マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。
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{件) (件)
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第 54図 マレーシアにおける出願国別特許出願・登録件数の推移

マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。

た。通常はクアラルンプールの知的財産局に対して商標出願の手続きを行う

が，サパ，サラワクにある地方商標局に出願することもできる。

(3) 工業意匠

これまで工業意匠は，マレーシアでは， 1949年連合王国意匠(保護)法

(United Kingdom Designs (Protection) Act 1949)により認められている。

この法律により意匠の権利の範囲は，イギリスからマレーシアにまで拡大さ

れたが，これによりマレーシアにおいて意匠権を取得しようとする者はすべ

て， 1949年意匠登録法 (RegisteredDesigns and Patents Act 1988)， 1988 

年著作権・意匠及び特許に関する法律 (Copyright，Designs and Patents Act 

1988)に基づき，イギリスにおいて意匠を出願登録しなければならない。こ

のように出願者はイギリスの意匠規制及び手続きに従わなければならなかっ

た。

近年，マレーシア議会は，マレーシアが主権国家であることを認識し， 1996 
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年工業意匠法 CIndustrialDesigns Act 1996)及び1997年工業意匠規制

CIndustrial Designs Regulations 1997)を通過させた。これによりマレーシ

アは自国の工業意匠制度を整えた。しかし工業意匠法も工業意匠規制も，ま

だ施行されていない。これらが施行されれば，出願者はイギリスに行かずに，

マレーシアにおいて工業意匠登録することができるようになる。工業意匠法

施行までは旧制度が適用される。

工業意匠法が保護する対象は，Iあらゆる工業工程または方法において物品

に利用される形，形状，パターン，または装飾の特徴で，完成品では視覚に

訴え，また視覚により判断される特徴」となっている。

出願が受理されると登録官は以下を確認するために審査を行う。(1)方式的

要件を満たしていること， (2) I工業意匠」の定義に合致していること， (3)公

序や道徳に反していないかどうか。審査結果が肯定的であれば，登録官は登

録簿に工業意匠を登録し，登録証明書を出願者に発行する。

工業意匠の最初の存続期間は優先日から 5年間である。この期間はさらに

連続して 2度にわたり各5年間，計15年間まで延長することができる問。

工業意匠の延長申請は現行期間の終了前にしなければならない。延長手数

料支払いの遅延が6カ月を越え，猶予期間内に支払われない場合には，工業

意匠は抹消され，それに関する通知が政府公報に公告される。

登録官の決定または命令により権利を侵害された場合は，高等裁判所に上

訴することができる。なお，上訴は自分自身で行うことはできず，マレーシ

アにおいて営業を認められている弁護土及び事務弁護土の労務提供を利用し

なければならないとされている。

(4) 著作権

マレーシアは 1987年に新著作権法が施行された。この新法により，コン

ビュータ・プログラムとコンビュータ編集プログラムについても著作権法上

の保護が及ぶこととなった。新法については，その他文学作品，音楽，映画，

録音，放送など広い範囲に保護が及び，また作品の質や制作目的を問わない。

作品は登録する必要はなく，マレーシアで制作または出版されるなどの事
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情があれば，原則として，その時に自動的に著作権法による保護の対象とな

る。保護期間は原則として，著作者の生存中及び死後5年間である。出版物，

録音物，写真，映画，放送などについては，作品が発行または放送されてか

ら50年聞が保護期間となる。

なお，マレーシアは 1990年にベルヌ条約に加盟し，著作権法を一部改定し

た後，新工業意匠法との調整のため一部改正著作権法が1997年に制定されて

いる。

3 .エンフォースメント

(1) エンフォースメント関連法

マレーシアにおけるエンフォースメント関連法としては，取引表示法

(Trade Descriptions Act 1972)や関税法 (CustomsAct 1967)， 1983年特

許法， 1987年著作権法， 1949年英国意匠(保護)法， 1976年商標法がある。

取引表示法は刑事法的な性格をもち，最も効果的な救済手段として活用さ

れている。この法律により，内国取引・消費者問題省に設けられた取締執行

部 (EnforcementDivision)には，不正商品の捜査，差し押さえ権限の他，

虚偽表示などの摘発により刑事事件として立件する権限が与えられている。

また，この法律に基づき，高等裁判所に対して，差し押さえ執行命令(TDO，

Trade Description Order)を受けるための申し立てができ，特に不正商品の

摘発に際して有効に活用されている。

(2) エンフォースメント関連組織

エンフォースメントに関して行政面を担当する組織としては，内国取引・

消費者問題省取締執行部，警察，税関がある。

取締執行部は，首都クアラルンプールにヘッドクォーターを置き，その下

にマレーシア各地に位置する 35カ所の事務所が所属する(第55図)。この取

締執行部は，知的財産各制定法に基づき，商標権及び意匠権侵害や不正商品

などに対する捜査，逮捕，罰金などの権限が与えられている(第13表)。当

執行部は，不正商品の排除などで有効に機能しており，近年の著作権法改正
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第55図 マレーシア内国取引・消費者問題省のエンフォースメント組織
マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。

に対応して，コンビュータプログラムの著作権などに対しでも取り締まりを

強化している。 1987年著作権法に基づく訴訟数と押収額(第56図)， 1987年

著作権法に基づく事件内容(第57図)， 1972年取引表示法に基づく模造品の

事件と押収額(第58図，第59図)をみると，取締執行部によって効果的な

救済措置が取られていることがわかる。

警察は，事件の内容により取締執行部の要請に応じて協力をする。税関は，

関税法に基づき，エンフォースメントの機能を持っており，刑事捜査及び差

し押さえなどの権限がある。通常は，取締執行部に協力して，不正商品や著

作権侵害などの捜査，差押え，告発等を行っている。

エンフォースメントに関して司法面を担当する組織としては，裁判所があ

る(第60図)。知的所有権は個人に属するものであるため，権利保有者は侵

害者を民事裁判に訴える2九マレーシアの民事裁判では，高等裁判所の弁護士

及び事務弁護士として認められた者のみが法定代理人として活動でき，外国

の法定代理人は活動できない。

マレーシアの裁判所制度は，上位のものから，連邦裁判所，控訴院，高等

裁判所，民事上級裁判所，治安判事裁判所の5段階で構成されている。各裁

147 



北大文学部紀要

第 13表マレーシアの罰則

。}取引表示法

個人および会社の取締役，マネージャー，秘書役，職員が違反した場合

犯行回数 | 罰則

初犯

再犯
および
再々犯以上

会社の場合

犯行回数

初犯

再犯以上

(2) 1987年著作権法

罰金最高額 RM100，000(毎380万円} および/または懲役3年

罰金最高額 RM200，000(与760万円〉 および/または懲役6年

罰則

罰金最高額 RM250，000(与950万円) および/または懲役3年

罰金最高額 RM500，000(毎1900万円} および/または懲役6年

侵害品の製造，販売(頒布)，賃貸，保持(私的な目的による場合を含む， ) ， 
取り引きおよび/または輸入について

犯行回数 | 罰則
初犯 | 罰金最高額則10，000供38万冊(各Itemにつき)

および/または懲役5年以下

再犯

会社の場合

犯行回数

初犯

再犯

罰金最高額 RM20，000(与76万円)(各Itemにつき)
および/または懲役10年以下

罰則

罰金最高額 RM20，000(当76万円)(各侵害につき)
および/または懲役10年以下

罰金最高額 RM40，OOO(与152万円)(各侵害につき〉
および/または懲役20年以下

マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。
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第 56図 1987年著作権法に基づく訴訟件数と押収額

マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。

判所は侵害裁判権を保有しているが，裁判権の内容は裁判所のレベルによっ

て異なる。

治安判事裁判所は， 1972年取引表示法に基づく刑事裁判と， 1987年著作権

法に基づく礼状の発行を担当する。民事上級裁判所は， 1987年著作権法に基

づく著作権侵害をめぐる刑事裁判を扱う。これらの裁判所は，侵害に対する

民事裁判を扱う権利を持たない。

高等裁判所は，工業所有権をめぐる民事裁判権を持ち，侵害者に差し止め

命令を出す権利を有する。高等裁判所の最低に不満がある当事者は，控訴院

に上告できる。この控訴院の決定にも不満がある場合には，さらに連邦裁判

所に上告することができる。ただし，この場合の上告は，連邦裁判所の認可

が得られた場合にのみ可能となる。

刑事訴訟をみると，特許権侵害や工業意匠権侵害の場合には刑事訴訟は成
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第 57図 1988年著作権法に基づく項目別の事件数及び押収額

マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。

立しない。商標権侵害か詐称通用の場合にのみ 1972年取引表示法と刑法に基

づいて成立する。

裁判所では，民事救済方法を取ることが一般に行われる問。これによると，

原告が勝訴を納めた場合には，原告は本案的差止命令，損害賠償，利益報告

書，侵害商品全ての引き渡し，あるいは侵害商品を全て破棄したとの宣誓供

述書，費用負担を要請することができ，裁判所は，これら要請のうちどれを

認めるか決定する。

VI おわりに

ASEAN各国が通過危機下にある現在，マレーシアが経済的に立ち直り，

さらに発展を持続するためには，国内における技術開発力の上昇が必須であ

る(滝井・福島編， 1998;日本貿易振興会編， 1998b)。そのためには，日本
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支部別模造品事件数 模造品事件に関する押収額

K血唱訂
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第 58図 1972年商品取引法に基づく模造品事件数と押収額

マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。

模造品事件数分野別構成比 模造品事件による押収額数分野別構成比

映像 映像

音楽ソフト 音楽ソフト

コンビューター コンビューター

自PulauPinang 

圏 Ipoh

凹 Teloklnt皿

、圏 Shai1刻印1

圏K.Lumpur

~ Melaka 

図 JohorBai1ru 

図 Sibu

口その他

侭M)

第四図 1972年商品取引法に基づく模造品事件数と押収額の項目別構成比

マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。
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第60図 マレーシアの裁判制度
マレーシア内国取引・消費者問題省資料により作成。

や欧米などの先進国からマレーシアに対する技術移転を行い易くすることを

目的とした環境整備が必要であり，インフラ整備とともに，ライセンス規制，

外資規制，知的財産保護などの適正化が望まれる(さくら総合研究所環太平

洋研究センター編， 1997)。

マレーシアにおける知的財産の保護制度は 1980年代後半より急速に整備

されてきたものの，未整備な部分が多数残存しており，権利行使も適切かっ

迅速になされているとは言いがたい状況にある。そのため，投資された知的

財産に対する保護や，それにより生じる収益の回収に問題が生じている。そ

こで本稿では，マレーシアにおける知的財産法制及び権利行使に関する現状

を明らかにした。さらに，マレーシアへの技術移転にも注目し，そこに生起

する問題の把握にも努めた。

その結果，マレーシア政府は，意欲的に知的財産政策を進めているが，い

まだに数多くの問題が存在していることが判明した。第ーに，知的所有権担

当部局における審査能力が著しく不足している。海外企業の進出により特許

出願は増加しつつあるのに，特許の実体審査を行える技術系審査員は少数で
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あり，審査の効率的運営が行えない状況にある 29)。さらに植物や電子機器関係

の審査官がいないため，現在でもイギリスなどの協力を得ている。この問題

の解決には，圏内における審査官及び実務家教育の強化が必要と思われるが，

国内の大学に専門の教育課程が存在しないため，当面は海外研修機関への人

材派遣によって対応せざるを得ない。しかし，今後のマレーシアにおける法

運用を考えると，圏内の大学に専門課程を設立し，審査官及び実務家の養成

に力を注ぐとともに，行政機構の拡充，経験の蓄積を行う必要があると思わ

れる。

第二に，弁理士が不足していることなども重大な問題である。知的財産局

への特許に関する手続き代理は，知的財産局に登録された特許弁理士でなげ

れば行うことができない。そのため， 1980年代後半からの急速な工業化に伴

うマレーシアへの先端技術移転が増加する中で，弁理士の需要は高まりつつ

ある。しかし，現在，特許弁理士の不足が深刻化していることから，その早

急な育成が，政府と企業に共通する課題となっている。

第三に，特許出願公開制度の欠如がある。マレーシアにおける特許出願は，

特許が付与されるまで公開されないため，海外企業のマレーシア特許出願動

向の把握が困難である。そのため，任意の技術が長期間の潜伏期間を経てか

ら特許となって浮上し，莫大なライセンス料の支払いを余儀なくされる場合

カまある。

その他に，訴訟期聞が長く裁判が非効率的であることなどが問題となって

いる。そのため，商標権や著作権の侵害の場合には，当該権利のための制定

法による対処よりも，取引表示法を利用して対処する場合も多くみられる。

以上のような問題を解決するべく，日本は，特許庁を中心として，審査官

のための研修などを行うことで協力している。今後，マレーシアでは審査官

の増員が必要になると考えられるが，前述したように，国内の大学には専門

の教育課程が存在しない。そのために日本は，教育の一部を引き受げること

が可能な研修制度を設け，審査官及び実務家の養成に協力できる体制を作る

ことが望まれる。また，マレーシアでも利用可能な形式で日本の審査事例の

データベースなどを構築し，専門知識を蓄積に協力することも有効ではない
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かと考えられる。ただし，ここで業務に使用される言語が問題となる。マレー

シアの知的財産局での業務はマレー語を中心として行われているが，日本の

知的所有権に関する知識は日本語で蓄積されている。そのため，マレーシア

では，日本語から英語，さらに英語からマレー語といった変換手順を必要と

することが多く，日本で蓄積された知識は利用の難しい状態になっている。

その点で，米国やイギリスは英語により知識の蓄積が行われているため，マ

レーシアでは受け入れやすい。今後，日本は，このような言語による障壁を

取り除くように努力する必要がある。

また，先進諸国では電子技術やコンピュータ技術の発展がもたらした新し

い著作物(コンピュータ・プログラム，データベース，人工知能の著作物，

コンピュータ著作物など)に対して園内法を整備しているが(石黒， 1998)， 

未だにマレーシアでは十分な整備がなされていない(第14表)。しかし，圏

内にハイテク工業が集積し，マルチメディア・スーパー・コリドール (MSC)

の建設も進みつつある現在，サイバー法の整備は不可欠である。このような

第 14表 諸外国におけるサイバ一法制の主な取り組み状況

国名 情報流通の環境整備

アメリカ 技術的対応を推進
インターネットを含む
遜信の内容に対する規
制法は違憲訴訟中

イギリス インターネット・プロ
パイダーの事業者団体

が制昨を整年，備自主規制の体

ドイツ 現行刑法等の適用を明
確化するための改正案
を審議中

フランス プロパイダ一等が7イ
ルタリングの技術的手
段を提供する義務を規
定{電気通信法}

マレーシア

中野 (1997)により作成。

不正:1'1為への対応 暗号・認証制度 プライバシー保護

無制限アクセスを処罰複数の州で『デジタル署公的・民間部門共に保護
連邦法，州法双方で名法Jを制定 領域ごとに個別の個人情報保護
1980年代に装備 法を制定

無制限アクセスを処罰政府提案を公表 公的・民間部門を包括的に保護
1990年制定 認証機関に関する免許制 『個人データ保護法J• 1984年

度，暗号鍵委託制度の導
入を検討

無制限アタセスによる 「デジタル署名法案」を公的・民間部門を包括的に保護
データの探知を処罰 議会で審議中 『データ保護法J• 1984年
1988年制定 (電気通信法} マルチメディア関連の個人情報

保護法を審議中

無制限アクセスによる 暗号規制の緩和.認証機公的・民間部門を包括的1;:保護
1988年制定 関の免許制度についての 「データ処理・データ77イル

規定{電気通信法) 及び伺人の自由に関する法律J

『コンビュータ犯罪法 「デジタル署名法案」を
案』を国会で審議中 国会で審議中

『マルチメディア・スー
パーコリドール計画jの
一環
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知的財産制度を整備・強化する上で，日本はマレーシアの要請に応じた技術

的及び資金的協力を提供することが必要と思われる。

なお，前述したように，マレーシアでは弁理士が不足しており，裁判が非

効率的である。また，特許出願公開制度の欠如からサブマリン特許の存在す

る可能性も重大な問題である。このような状況下にあって，米国の多国籍企

業は，巨大な国際法律事務所グループによる法務上のサポートを得ている。

例えば，ウエスト・グループは，全体で8，000人の法律家を擁しており， 1997 

年の総売上高は 13億ドルという巨大法律事務所である問。グループに所属す

る各事務所は比較的小人数で構成されているが，全米で2，000を越えるネッ

トワーク事務所が存在し，様々な案件に対応している。マレーシアにもその

メンバーファームが167カ所あり，知的所有権に関係する業務は，そのうち

4カ所が主に行っている(第61図)。このウエスト・グループは，インター

ネット上で各国の法律や判例をグループ内共有しており，様々なノウハウを

メンバー全てが共有出来るような体制を整えている。これと比較して，日本

の法律事務所が小規模で海外展開をほとんど行っていない状況である。その

ため，日系企業も知的所有権に関する戦略の中で，知的所有権問題を検討す

る事業者団体を設立し，法務戦略に基づいた組織作りを急ぐ必要がある。企

τI"engganu 
Selangor 
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Sab討1
Perak 
Penang 
Pahang 
Negri 
Maiac回

Labaan 
K.Lumpur 
Kelan旬且
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Johore Baharu 

ウエスト・グループの州別事務所数
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第 61図 ウエスト・グループ提携弁護士の州別事務所数

ウエスト・クゃループ・ホームページにより作成。
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業内で弁理土を育成することや，多数の企業が共同して，日本企業のための

弁理士事務所を設立するなどの対策を考えるべきであろう。

日系企業の多国籍化戦略の中で，知的所有権本部を設置し，知的所有権戦

略の策定を行うことが重要な課題となっている。これは，先進国からの侵害

訴訟に対応するためだけでなく，知的所有権を侵害され損害を被ることを防

ぐためである。このように，先進国企業だけでなく，途上国企業もますます

多国籍化したネットワークでの分業が進む中で，知的財産を適切に評価し，

それを保護する国際的な環境づくりは日系企業の多国籍化戦略においても不

可欠なものとなっている(中野， 1997)。しかし，現在でも TRIPS協定に関

して途上国からの反発が依然残っており，日米欧間で特許制度の国際的調和

を目指して進められてきた特許調和条約の協議が米国の都合で 1997年まで

中断されるようになった状況にある。そのような対立を収めることができる

のは，様々な立場を理解した日本政府及び日系多国籍企業であり，今後の重

要な課題であると思われる。

、王

1)知的所有権という観念が，日本で用いられるようになったのは，高度経済成長期以降

であり，技術革新や経済のサービス化に対応して，植物や微生物など成長する物体の考

案，半導体集積回路の配置，コンビュータ・プログラム，データベース， トレード・シー

クレツトといわれる企業内の技術的ノウハウ，顧客リストのような営業上の機密情報も

知的所有物としての保護が求められるようになった(千野・尾中， 1989)。このような知

的所有権の拡大に対応して，近年，特別法の制定や改正などの対応が行われている。な

お，特許権，実用新案件，意匠権，商標権，半導体チップの回路配置利用権などは保護

を受けるために登録を必要とするが，著作権，不正競争防止法で保護されるトレードシー

クレツト，ノウハウなどは登録を必要としない。なお，小島 (1998)によると，日本に

おける知的所有権関連法の変遷は以下のようにまとめられる。産業の育成政策のために，

明治 32年に特許法，意匠法，商標法が，明治38年に実用新案法が制定された。また，

明治 32年には，文化発展政策のために著作権法が制定された。昭和9年には不正行為に

対するため不正競争防止法が制定された。第2次大戦後，自由競争や消費者保護の姿勢

が優勢となり，昭和22年に独占禁止法が制定された。これに伴って不正競争防止法も昭

和25年に改正され，営業者保護法から市場関係法への性格をもった。また，特許法は昭
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和 34年に，著作権法は昭和45年に改正され公益的性格を強めた。

2 )林(1989)によると，産業の独占化，生産の計画化，価格競争制限，非価格競争の激

化，製品差別化，マーケティング戦略の拡大，企業によるR&D体制の整備等が原因と

なっているとされる。

3 )林(1989)によって説明される企業戦略は以下のとおりである。まず，企業は新規開

発技術を独占特許として国際的に合法化すべく主要諸国に出願する。その際，基本特許

だけでなく，開発・商品化の過程での改良・応用を含めた周辺特許やその製品のオリジ

ナノレデザインやブランドも意匠権・商標権として出願・登録し技術・外観・名称全てに

独占的使用権を国際的に確立していく。そうすることにより，競合他社の参入を防ぐこ

とができ，また，その技術が陳腐化し，基本特許権が消滅しでも周辺特許網と意匠権・

商標権が存続することによってその製品のライフサイクルは技術自体のライフサイクJレ

よりも長期化し，収益を最大化することができる。

4 )各国は，それぞれの国情に応じて改正条約の批准を決定しているため 2国間で適用

されるパリ条約は，両国が批准している最新の改正条約になる。したがって，正確には

パリ条約は単一の条約ではなく，複数の条約の総粕1となる(清水， 1994)。

5 )この条約は，方式統一条約としての性質をもち，国家を越えた特許権を認めるもので

はない。 1国の出願があると，各国は方式審査に反する手続きを要求できないが，国際

調査や国際予備審査の結果に各国は拘束されないので，権利の付与は国ごとに行われる。

したがって，圏内審査手続に入った後でも，形式補正や明細書の補正などが出願人に保

証されている。

6 )このような新しい改正は，加盟国によってどこもで批准しているかは国によって異な

る。そこで 2国聞の問題を解決しようとする場合，その国がどこまで条約を批准して

いるか，また個々の条項で留保がないかを確認する必要がある。

7)例えば，特許者に実施義務を負わせ，園内生産を行わない特許者には制裁を加える乙

とを規定し，その制裁措置として強制実施権付与(国内の特許実施希望者に特許を与え

る方法)と取消とを設けることなどが行われた。

8 )これは，先端技術を駆使できる技術者が不足し，特許を十分活用できない状況下で，

多額の予算を使つての特許制度強化に疑問がもたれていることによる。

9 )通商法301条は，米国の通商に不利益を与えている外国の不公正な慣行について，調

査及び当該国との協議を行い，必要があれば対抗措置を取り得るという規定である。包

括貿易法により改正された 301条では，対抗措置発動の権限が大統領から， USTR (米

国通商代表)に移され，調査は開始から 18カ月以内に完了することなどが規定されてい

る。また，スーパー301条及び知的所有権に関するスペシャJレ301条の規定も盛り込まれ

ている。このスーパー301条及びスペシャル 301条では， USTRの報告書にもとづいて

優先国を決定し調査が開始される。そのため，個別案件ごとの提訴によって調査が開始

される通常の 301条と異なり，相手国の不公正慣行を包括的に調査して対抗措置を講じ
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ることが可能である(特許庁編， 1995b)。また，関税法337条は，外国からの不正商品

の輸入などによって，米国産業が被害を受けた場合に， ITC(国家貿易委員会)が水際に

おける排除命令などを発して米国企業の保護を行う役割をもっ。

10) GATTは1948年に発足し，関税その他の貿易障害の実質的軽減や，国際通商における

差別待遇の廃止を任務としている。また， GATTの条文の中には，知的所有権を侵害す

る物品を国内市場から排除することは認められている。

11) TRIPS協定第67条「技術協力」には， rこの協定の実施を容易にするため，先進加盟
国は，要請に応じ，相互に合意した条件により，開発途上加盟国及び後開発途上加盟国

のための技術的及び資金的協力を提供する。かかる協力は，知的所有権の保護及び権利

行使手続並びにその濫用防止に関する国内法制の整備における支援を含み，かかる事項

に関連する圏内機関の設立または強化に関する人材養成を含む支援が含まれる。Jという

ことが記載されている。

12)この米国画家戦略を支えていたのは米国を代表する多国籍企業であった。米国の各産

業を代表する 11の多国籍企業 (IBM，ヒューレット・パッカード， GE，ロックウェル・

インターナショナJレ， GM，デュポン，ファイザー，メルク，モンサント，ジョンソン・

アンド・ジョンソン，プリストルマイヤーズ)は知的所有権の国際ビジネスにおける重

要性を認識し，国際的なルール作りを民間企業がイニシャティブをとって進めなければ

ならない必然性を感じ，米国政府や各国の政府，企業にも働きかける組織として1986年

春にIPC(Intellectual Property Committee 知的所有権委員会)を結成している(特

許庁編， 1995b)。

13) 1997年4月に発表されたの米国特許戦略計画書 (PatentStrategic Plan)において，

米国特許商標庁は， 21世紀に世界で通じる特許出願審査の信頼性の維持のため，ひいて

は米国経済活動の活性化と世界経済のリーダーシツプを継続していくために， (1)ウルグ

アイ・ラウンドでの法改正に伴い，特許ビジネス部門の特許審査期間を 1年以内にする

こと， (2)審査の信頼性の向上のために産業部門を 6つの技術部門に分割すること， (3)電

子出願・電子公闘を推進していくこと， (4)柔軟な体制を整え，顧客のニーズに対応する

こと， (5)出願コスト分析による料金体制を見直し，サービスの向上をはかることの 5項

目が目標として設定されている。この計画書には，米国企業が今後も競争力を持ち続け

るためには，世界各国で知的所有権保護の保証がなされなければならず，米国特許商標

庁が，全世界共通の特許保護基準を設定する必要が述べられている。

14)例えば， 1992年にミノルタカメラは，自動焦点 (AF)技術をめぐる訴訟において，米

国の大手計測機器メーカーであるハネウェルに約166億円の和解金を払うことで基本合

意した。本訴訟は，ミノルタが売上の10%強という多額な和解金を支払った点や，カメ

ラ製造を行っていない企業が特許侵害訴訟を提起したという点で注目された(小林，

1994)。

15)このような特許は，サブマリン特許といわれる。乙のような制度下では，多額の収入
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を期待して特許を「潜伏Jさせることがある。

16)米国の裁判制度では，原告か被告かどちらか一方が陪審制を望めば，他方はそれに同

意するしかなしそのような状況の下，原告である米国系企業が陪審制を望むケースは

着実に増加してきた。陪審制そのものに不慣れな日系企業にとって特許訴訟がこの制度

の下で行われる不利益は大きい(関下， 1996)。

17)特許侵害品に対する輸入差し止め措置は， ITCによる調査開始後12カ月で最終判決

がなされるが，で調査開始前から予め準備をしている提訴者側が有利となる。

18)この報告書では，調査対象を，資本金10億円以上で研究活動を実施している企業及び

技術貿易に関係のある企業に限って分析している。また，調査票を対象企業に送付して，

回答を得たものについて集計・分析を行ったものであり，実際に行われている技術輸出

の全数を把握しているものではない。

19)これらの資料では，シンガポール，フィリピン，インドネシア，ベトナム，中国，マ

レーシアなどのデータが一部不明となっている。

20)将来的には，意匠登録部が新たに加えられる予定である。

21)マレーシア工業規格調査研究所 (SIRIM)は，現在，積極的に特許情報に関するデー

タベースを構築している。 EPO(欧州特許庁)のESPACE/CD-ROM，米国特許庁の

CASSIS/CD-ROMなどが容易に利用できる状態で所蔵されているとともに，英国，オー

ストラリアなどの特許情報も， SIRIM特許情報部 (PIU)により利用可能な状態でデー

タベース化されている。日本の特許情報に関するデータベースも整備されているが，フォ

ントの関係で英文要旨しか閲覧できない状態にある。また，マレーシア特許情報，科学

技術に関する抄録，マレーシアの技術専門家りストなどがデータベースとして収録され，

国内外の端末機によりオンラインで検索を可能としている(黒瀬， 1994)。

22)マレーシアの知的所有権に関する法は，各条約によるもの以外にも存在する。例えば，

マレーシアには製造部門の活動を規制する法律として「工業調整法J(ICA)があり，こ
れには使用許諾(ライセンス)契約についての記述がある。工業調整法によると，株式

資本が250万リンギ以上の製造会社，または 75名以上の常勤従業員を抱える製造会社

は，この工業調整法に従って製造許可を取得しなければならない。そのため，工業所有

権の使用許諾(ライセンス)契約を含む技術移転契約 (TTA)の被許諾製造業者は，上

記条件のどちらかに該当する場合，製造許可申請書をマレーシア工業開発庁(MIDA)に

提出しなければならない。なお，ここで使用許諾契約とは 2者または 3者以上の当事

者による契約で，特定の製品の製造に関する使用許諾者の特許，商標，またはその他の

工業所有権/知的所有権を特定金額の手数料またはロイヤリティを対価として，使用許

諾者が非許諾者に与えることを意味する。

23)延滞には支払うべき手数料の100%の課徴金がかかる。

24)特許が更新手数料の未納で消滅する場合には，特許所有者は特許復活を登録官に申請

できる。この申請は特許消滅の公告白から 2年以内にしなければならない。
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25)延滞には支払うべき手数料の 100%の課徴金がかかる。

26)イギリスにおいて登録され，マレーシアにおいて認められている意匠の期間は最初5

年間で，この期聞はさらに連続して 4度にわたり各5年間，計25年まで延長することが

できる o延長手数料支払いの遅延が6カ月を越え，猶予期間内に支払われない場合には，

工業意匠は抹消され，それに関する通知が政府公報に公告される。工業意匠が延長手数

料の未納で消滅する場合には，所有者は工業意匠の復活を登録官に申請できる。この申

請は工業意匠抹消の公告白から 1年以内にしなげればならない。

27)特殊な場合には，マレーシア政府が侵害者を刑事裁判に訴えることもある。

28) これは工業所有権侵害をめぐる訴訟の大部分が民事裁判として行われることが理由で

ある。

29) このような特許審査官の不足を補うため，知的財産局設立(1990年 10月)までに出願

されたものは，それ以前に審査が行われていた PIUに籍を有する技術者により審査を

f子っている。

30)ウエスト・グループは，インターネットで調査したかぎり米国で最も大きな法律事務

所グループである。その組織は，グワレープというより事務所ネットワークに近い。グルー

プに所属する各事務所は， 1 人~ll 人位であり，大きな事務所でも 25~40 人で構成され

ている。
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